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はじめに 

 

１ 計画見直しの趣旨 

○ がんは、本県において昭和５２（1977）年から死因の第１位であり、人口動

態統計によれば、平成２８（2016）年では年間 15,531 人の県民が、がんで亡く

なっています。 

   また、国立がん研究センターの推計によれば、生涯のうちにがんにかかる確

率は、男性女性ともに２人に１人とされています。 

 

○ 本県では、平成２０（2008）年度以降、第１期福岡県がん対策推進計画（平

成 20 年度～平成 24 年度）（以下「計画」という。）、第２期計画（平成 25 年度

～平成 29 年度）を策定し、がん対策を総合的・計画的に推進してきました。 

  この結果、がん診療連携拠点病院の整備、緩和ケア提供体制の強化、働く世

代のがん患者支援の充実など一定の成果が得られましたが、がん検診受診率の

目標値が達成できなかったこと等により、第１期計画からの１０年間の全体目

標である「がんの年齢調整死亡率（75 歳未満）の２０％減少」について、達成

できませんでした。 

 

 ○ 国においては、平成 18 年 6 月の「がん対策基本法」（平成１８年法律第９８

号。以下「基本法」という。）の制定、第１期（平成 19 年度～24 年度）「がん

対策推進基本計画（以下「基本計画」という。）」、第２期（平成 24 年度～29 年

度）基本計画の策定、平成 27 年 12 月の「がん対策加速化プラン」の策定を通

じて、がん対策の充実が図られてきました。 

   平成 28 年 12 月には、がん患者（がん患者であった者を含む。）が、その状

況に応じて、就労、教育など必要な支援を総合的に受けられるようにすること

が重要との考え方から、基本法が一部改正され、平成 29 年 10 月に、第３期の

がん対策の推進に関する基本計画が明らかにされております。 

 

○ 本計画は、こうした国の動き、本県のがんの現状や前計画の達成状況を踏ま

え、計画の見直しを行い、平成 30 年度から６か年のがん対策の推進に関する基

本的な方針を明らかにするものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

 ○ 本計画は基本法第１２条に基づく都道府県がん対策推進計画であり、本県の

がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るための計画として策定します。 

  また、本県の行政運営の指針である「福岡県総合計画」に掲げられた「福岡

県が目指す姿」の「６ 誰もが元気で健康に暮らせること」を推進するための
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個別計画として位置づけます。 

その実施にあたっては、福岡県保健医療計画や福岡県健康増進計画等との調

整を図り、かつ連携しながら、本県のがん対策を推進します。 

 

 

 

 ○ また、本計画に基づき、県、市町村、がん患者を含めた県民、医療従事者、

医師会等関係団体、検診機関、事業者、医療保険者及び患者団体を含めた関係

団体等（以下「関係者等」という。）が一体となってがん対策に取り組み、がん

患者を含めた県民が、がんを知り、がんを克服することを目指します。 

 

３ 計画の期間 

 ○ 本計画の期間は、平成３０（2018）年度から平成３５（2023）年度までの６

か年計画とします。 

　
　
　
　
　
　
　
　

「
県
民
幸
福
度
日
本
一
の
福
岡
県
を
目
指
し
て

」

10　環境と調和し、快適に暮らせること

６　誰もが元気で健康に暮らせること 〇

〇

〇

　
　
　
　
　
福
岡
県
総
合
計
画

４　女性がいきいきと働き活躍できること

５　高齢者や障害者が安心してはつらつと生活できること

７　心のぬくもりと絆を実感できる社会であること

８　豊かな文化・スポーツを楽しみ、幅広い分野の国際交流を実感できること

９　災害や犯罪、事故がなく、安全で安心して暮らせること

・ 感染症による健康被害の防止

・ 健康づくりの推進

・ がん対策の推進

・ 歯科口腔保健の推進

・ 県民の健康の保持増進

・ こころの健康の保持増進

・ 難病患者等の支援

生涯を通して健康で
過ごせる社会をつくる

誰もが必要な医療を
受けられる社会をつくる

社会的に厳しい状況にある
生活困窮者等を支える

１　活力にあふれた成長力に富んだ経済と雇用の創出

２　安心して子育てができること

３　子ども・若者が夢を抱き、将来に向かってはばたけること
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第１章 がん対策の現状とこれまでの取組 

 

１１１１    本県のがんを取り巻く現状本県のがんを取り巻く現状本県のがんを取り巻く現状本県のがんを取り巻く現状    

（１）がん死亡等の状況（１）がん死亡等の状況（１）がん死亡等の状況（１）がん死亡等の状況    

○ 平成 28（2016）年人口動態調査によると、がんの死亡数は 15,531 人、死亡    

率は人口 10 万対で 307.3 となっており、死亡数全体の 30.4 ％を占め、昭和    

52(1977)年から死亡原因の第 1 位となっています。高齢化の進展に伴い、がん 

の死亡数・死亡率は増加傾向にあります。    

 

がんの主な部位別死亡数・死亡率（人口１０万対） 

 

○ がんの平成 28（2016）年における部位別死亡率は、気管・気管支及び肺がん 

が最も高く、次いで、大腸がん、胃がんが上位となっています。経年変化では、 

大腸がんが増加傾向、肝及び肝内胆管がんが減少傾向にあります。 

  死亡数 死亡率 
全がんに 

占める割合(％) 
全国順位 

悪性新生物 15,531 307.3 100 28 

＜主な部位別＞     

気管・気管支及び肺 3,037 60.1 19.6 31 

大腸 2,087 41.3 13.4 26 

胃 1,786 35.3 11.5 36 

肝及び肝内胆管 1,572 31.1 10.1 8 

乳房（女性のみ） 614 12.2 4.0 10 

子宮 310 11.6 2.0 10 

（平成２８年人口動態調査） 

（表１） 

5.0

15.0

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

平成24年 25年 26年 27年 28年

がんの死亡率の年次推移（主な部位別・福岡県）

気管・気管支及び

肺がん

大腸がん

胃がん

肝及び肝内胆管

子宮がん

乳がん

（図１） 
（人口 10 万対） 
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（平成２８年人口動態調査） 

 

○ 平成２７(2015)年の保健統計年報によると、年齢階級別がんの死亡数は、 

男女とも４０歳代から徐々に高くなっており、年齢が高くなるほど死亡数は 

高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２７年度版福岡県保健統計年報） 

 

○ 平成２８（2016）年における本県のがんの年齢調整死亡率（75 歳未満）(※ 

１)は、人口 10 万対で、男女計８０.５（全国値７６.１）、男女別に見ると、男 

性１０２.６（全国値９５.８）、女性６１.２（全国値５８.０）となっており、 

男女とも減少傾向にありますが、全国値と比べ依然として高くなっています。 

  

30.4%30.4%30.4%30.4%

11.3%11.3%11.3%11.3%

7.5%7.5%7.5%7.5%
10.1%10.1%10.1%10.1%

4.8%4.8%4.8%4.8%

3.3%3.3%3.3%3.3%

1.6%1.6%1.6%1.6%

31.0%31.0%31.0%31.0%

福岡県（死亡者総数福岡県（死亡者総数福岡県（死亡者総数福岡県（死亡者総数 51,006人）人）人）人）

悪性新生物

（がん）
心疾患

脳血管疾患

肺炎

老衰

不慮の事故

自殺

その他

28.5%28.5%28.5%28.5%

15.1%15.1%15.1%15.1%
8.4%8.4%8.4%8.4%

9.1%9.1%9.1%9.1%

7.1%7.1%7.1%7.1%

2.9%2.9%2.9%2.9%

1.6%1.6%1.6%1.6%

27.3%27.3%27.3%27.3%

全国（死亡者総数全国（死亡者総数全国（死亡者総数全国（死亡者総数 1,307,748人）人）人）人）

悪性新生物

（がん）
心疾患

脳血管疾患

肺炎

老衰

不慮の事故

自殺

その他

（図１） 

（図２） 
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（国立がん研究センターがん対策情報センター） 

 

 

（国立がん研究センターがん対策情報センター） 
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（図５） 

※第１期福岡県がん対策推進計画時（平成 20年）のデータから記載 

※第１期福岡県がん対策推進計画時（平成 20年）のデータから記載 
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《参考》がん部位別 75 歳年齢調整死亡率（人口 10 万対） 

（表２） 

 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27年 平成 28 年 

全体 
県 

86.0 

（7 位） 

84.6 

（9 位） 

83.9 

（7 位） 

82.7 

（7 位） 

80.5 

（10 位） 

全国 81.3 80.1 79.0 78.0 76.1 

肺 
県 15.5 15.3 14.8 14.2 14.1 

全国 14.8 14.7 14.5 14.5 13.8 

大腸 
県 10.6 11.0 11.1 10.9 11.1 

全国 10.5 10.4 10.5 10.5 10.3 

胃 
県 10.0 9.8 9.3 8.9 8.8 

全国 10.5 10.1 9.6 9.1 8.5 

乳房 
県 11.1 10.6 9.8 11.6 11.0 

全国 10.2 10.7 10.5 10.7 10.7 

子宮 
県 5.5 5.0 5.7 6.1 5.7 

全国 4.6 4.5 4.9 4.9 4.7 

 ※死亡率が低いほど、全国順位は下位になります。 （国立がん研究センター） 

 

（２（２（２（２））））がん検診等の状況がん検診等の状況がん検診等の状況がん検診等の状況    

○ 職域などを含めた本県のがん検診受診率は、平成２８（2016）年の国民生活 

基礎調査によると、肺がん 40.9％（全国値 46.2％）、大腸がん 36.4％（全国値 

41.4％）、胃がん 38.2％（全国値 40.9％）、乳がん 40.9％（全国値 44.9％）、子 

宮頸がん 37.9％（全国値 42.3％）といずれも全国平均を下回っています。    

 

（図６） 
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（平成２８年国民生活基礎調査） 

 

○ 市町村では、がん検診を昭和５７（1982）年度から老人保健法に基づく保健 

     事業として開始され、平成１０（1998）年度からは法律に基づかない事業とし

て整理されていましたが、平成２０（2008）年度からは、健康増進法に基づく

事業として位置付けられています。現在、県内全ての市町村で、肺がん、大腸

がん、胃がん、乳がん、子宮頸がんの検診が実施されています。 

○ 平成 27（2015）年度地域保健・健康増進事業報告によると、市町村が実施た

がん検診の受診率は、肺がん 8.5％（全国値 11.2%）、大腸がん 11.9％（全国値

13.8%）、胃がん 6.2％（全国値 6.3%）、乳がん 25.5％（全国値 19.8%）、子宮頸

がん 27.4％（全国値 23.0%）と部位で差があり、全国平均との比較では、乳が

ん、子宮頸がんの検診受診率は高く、肺がん、大腸がん、胃がんの検診受診率

は低くなっています。 

〇 また、同報告によると、市町村が実施したがん検診の結果、精密検査が必要

と判定された受検者の精密検査受診率は、肺がん 85.9％（全国値 80.3%）、大

腸がん 71.2％（全国値 68.3%）、胃がん 84.7％（全国値 80.9%）、乳がん 85.8％

（全国値 85.4%）、子宮頸がん 82.5％（全国値 72.5%）といずれも全国平均を上

回っています。 
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※国民生活基礎調査は 3年毎の調査 
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市町村がん検診受診率及び精密検査受診率の全国との比較  （表３） 

  
肺がん 大腸がん 胃がん 乳がん 

子宮 

頚がん 

検
診 

全国 11.2 13.8 6.3 19.8 23.0 

福岡県福岡県福岡県福岡県    8.58.58.58.5    11.911.911.911.9    6.26.26.26.2    25.525.525.525.5    27.427.427.427.4    

精
検 

全国 80.3 68.3 80.9 85.4 72.5 

福岡県福岡県福岡県福岡県    85.985.985.985.9    71.271.271.271.2    84.784.784.784.7    85.885.885.885.8    82.582.582.582.5    

（平成２７年度地域保健・健康増進事業報告） 

    

（３（３（３（３））））がん医療の状況がん医療の状況がん医療の状況がん医療の状況    

○ がん診療連携拠点病院等については、平成 14（2002）年度から整備をはじ 

め、現在、県内には、県がん診療連携拠点病院 2 か所、地域がん診療連携拠点 

病院 13 か所、地域がん診療病院 2 か所、県指定がん診療拠点病院 2 か所の計 

19 か所が整備されています。（平成 29 年 4 月現在） 

○ 福岡県では、大学病院をはじめとして、高度医療を提供する施設が多い状況 

にありますが、地域偏在が見られ、医療資源が都市部へ集中しています。 

○ 県内の受療動向を見ると二次医療圏を越えた受療も多くみられますが、ブロ 

ック（北九州、福岡、筑豊、筑後の４ブロック）を超えた受療は少ないため、 

拠点病院をブロック毎に整備し、がん医療の均てん化を進めています。 
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県内におけるがん診療連携拠点病院等一覧（平成２９年４月現在） 

（表４） 

※地域がん診療病院（●） 

 がん診療連携拠点病院と連携体制を構築し、がん診療連携拠点病院のない２次医療 

圏内のがん医療の向上の役割を担う病院 

※県指定がん診療拠点病院（★） 

地域におけるがん診療水準の更なる向上を促し、県民の適切な医療機関の選択を支

援するため、高度ながん医療機能を持ち地域の医療連携の中核的役割を担う病院 

  ブロック 
二次 

医療圏 
医療機関名 住所 

県
拠
点 

1 
 

福岡 

糸島 

独立行政法人国立病院機構 

九州がんセンター 
福岡市南区野多目 3-1-1 

2 国立大学法人九州大学病院 福岡市東区馬出 3-1-1 

地
域
拠
点 

・ 

診
療
病
院
（
●
） 

・ 

県
指
定
（
★
） 

3 

福岡 

福岡 

糸島 

独立行政法人国立病院機構 

九州医療センター 
福岡市中央区地行浜 1-8-1 

4 福岡県済生会福岡総合病院 福岡市中央区天神 1-3-46 

5 福岡大学病院 福岡市城南区七隈 7-45-1 

6 
国家公務員共済組合連合会 

浜の町病院（★） 
福岡市中央区長浜 3-3-1 

7 粕屋 
独立行政法人国立病院機構 

福岡東医療センター 
古賀市千鳥 1-1-1 

8 筑紫 福岡大学筑紫病院（●） 筑紫野市俗明院 1-1-1 

9 

筑後 

久留米 
久留米大学病院 久留米市旭町 67 

10 聖マリア病院 久留米市津福本町 422 

11 
八女 

筑後 
公立八女総合病院 八女市高塚 540-2 

12 有明 
独立行政法人 

大牟田市立病院 
大牟田市宝坂町 2-19-1 

13 朝倉 
一般社団法人朝倉医師会 

朝倉医師会病院（●） 
朝倉市来春 422-1 

14 
筑豊 

飯塚 飯塚病院 飯塚市芳雄町 3-83 

15 田川 社会保険田川病院 田川市大字上本町 10-18 

16 

北九州 北九州 

北九州市立医療センター 
北九州市小倉北区馬借 2-

1-1 

17 
独立行政法人地域医療機能 

推進機構 九州病院 

北九州市八幡西区岸の浦

1-8-1 

18 産業医科大学病院 
北九州市八幡西区医生ヶ丘

1-1 

19 
社会医療法人共愛会 

戸畑共立病院（★） 
北九州市戸畑区沢見 2-5-1 
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（図７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 福岡・糸島
② 粕屋
③ 宗像
④ 筑紫
⑤ 朝倉
⑥ 久留米
⑦ 八女・筑後
⑧ 有明
⑨ 飯塚
⑩ 直方・鞍手
⑪ 田川
⑫ 北九州
⑬ 京築
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在宅での死亡率の推移

福岡県 全国

福岡県におけるがん患者の受療動向（平成２７年）  （図８） 

 ※縦軸：がん患者の居住地医療圏  横軸：がん患者の２次医療圏への流出割合 

 

○ 緩和ケア病棟(※2)を有している医療機関は 33 施設で、645 床となっており、 

平成２３（2011）年の医療機関 24 施設、478 床に比べ増加しています（平成 29 

年 4 月現在）。 

○ 本県のがん患者を含めた死亡者を死亡場所別にみると、平成２８（2016）年 

の在宅における死亡率は全体の 16.0%（うち、自宅 10.0%、施設 6.0%）で、全 

国平均と比べ低位です。 

 

 （図９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成２８年人口動態調査） 
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  ○ がんの診断や治療についての専門的知識を持った医師等の医療従事者は

増加していますが、まだ十分といえる状況ではありません。 

 

福岡県におけるがん専門医療従事者 

（表５） 

※（ ）は前回計画時の人数               （各団体ホームページ） 

 

○ がんの罹患率・生存率の推計及びがん患者の受療状況を把握するため、平成 

２３（2011）年から地域がん登録、平成２５(2013)年１２月には「がん登録（※ 

3）等の推進に関する法律」が施行され、平成２８（2016）年１月からは全国 

がん登録が開始されています。県内の医療機関から届出のあったがん患者の診 

療や治療に関する情報と、人口動態統計死亡表から収集した患者の予後情報を 

データベースシステムに一元管理しています。 

 

 

 

職種 団体名 資格名 人数 備考 

医師 

日本放射線腫瘍学会 

日本医学放射線学会 
放射線治療専門医 44(45) H29.9 現在 

日本臨床腫瘍学会 がん薬物療法専門医 75(43) H29.11 現在 

日本乳癌学会 乳腺専門医 74(52) H29.1 現在 

呼吸器外科専門医 

合同委員会 
呼吸器外科専門医 77(64) H29.11 現在 

日本消化器外科学会 消化器外科専門医 329(283) H29.6 現在 

日本肝胆膵外科学会 肝胆膵外科高度技能指導医・専門医 48(44) H29.7 現在 

日本肝臓学会 肝臓専門医 406     H29.11 現在 

日本病理学会 病理専門医 105(94) H29.10 現在 

薬剤師 日本医療薬学会 がん専門薬剤師 17(13) H29.7 現在 

看護師 日本看護協会 

がん看護専門看護師 24(11) 

H29.4 現在 

小児看護専門看護師 5(3) 

緩和ケア認定看護師 101(63) 

がん化学療法看護認定看護師 69(53) 

がん性疼痛看護認定看護師 17(12) 

乳がん看護認定看護師 11(10) 

がん放射線療法看護認定看護師 17(9) 

訪問看護認定看護師 8(11) 

放射線 

技師 

日本放射線治療専門 

放射線技師認定機構 
放射線治療専門放射線技師 75(58) H29.10 現在 

放射線治療品質管理機構 放射線治療品質管理士 60(40) H29.10 現在 
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用語の説明 

 

 ※１ 年齢調整死亡率とは 

   高齢化の影響等により年齢構成が異なる集団間での死亡率の比較や、同じ集団

での死亡率の年次推移を見るため、集団全体の死亡率を基準となる集団の年齢構

成（基準人口）に合わせた形で算出した死亡率です。 

 

 ※２ 緩和ケアとは 

   がん患者やその家族がつらくならないように、がんと付き合っていくための方

法です。がんに伴う身体や心の問題を、単に病気に対する医療としてだけではな

く、社会生活なども含めて全体的に患者を支える医療の在り方です。 

   緩和ケアは、がんと診断された時から行われます。 

 

 ※３ がん登録とは 

 がんの罹患や転帰、その他の状況を登録・把握し、分析する仕組みで、がん罹

患数・罹患率、がん生存率、治療効果の把握など、がん対策の基礎となるデータ

の把握のために必要なものです。４つの登録があります。 

・地域がん登録：対象地域の居住地に発生したすべてのがんを把握することによ 

り、がんの罹患率と地域レベルの生存率を計測する仕組み。 

 ・全国がん登録：日本でがんと診断された全ての人のデータを、国で１つにまと 

めて集計・分析・管理する仕組み。 

※平成２８年１月から「地域がん登録」から法に基づき移行。 

・院内がん登録：当該病院でがんの診断、治療を受けた全患者について、がんの 

診断並びに治療、予後に関する情報を登録する仕組み 

・臓器別がん登録：学会、研究会が中心となって、所属する医師のいる比較的大き 

な病院から学会、研究会の中央事務局にデータを集約すること 

により、全国規模の登録を実施する仕組み 
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２２２２    これまでの取り組み状況（福岡県における主ながん対策）これまでの取り組み状況（福岡県における主ながん対策）これまでの取り組み状況（福岡県における主ながん対策）これまでの取り組み状況（福岡県における主ながん対策）    

 

 

【項目】

① 総合健（検）診の実施（平成２２年度～）

・健（検）診受診率の向上のため、加入する医療保険に関わらず特定健康
診査とがん検診を同時にできる「総合健診」を推進。

② 「働く世代をがんから守るがん検診推進事業」への支援（平成２４年度～）
・働く世代のがん検診受診率を向上させるため、従業員やその家族に対し、
市町村等が実施するがん検診への受診を働きかける事業所を登録、支援
する取組みを推進。

③ 政令市との共同によるがん検診の促進（平成２９年度～）
・死亡率が高く、政令市で受診率が低い項目について、働く世代の受診しや
すい日時、場所に出向いたがん検診の実施。

④ 地域婦人会等のがん啓発の支援（昭和６１年度～）
・組織活動や民間主催のイベント等を通じた、がんの普及啓発やがん検診
の受診促進。

⑤ がん検診の精度管理（昭和４９年度～）

・福岡県集団検診協議会で市町村のがん検診の実施等を協議し、必要な働
きかけ（助言、指導）をすることによるがん検診の質の維持・向上。
・マンモグラフィによる乳がん検診、胃内視鏡検診による胃がん検診の質の
向上。

① がん診療連携拠点病院等の整備（平成１４年度～）
・県内どこでも質の高いがん医療を提供（がん医療の均てん化）するがん診
療連携拠点病院等の整備。

② 地域がん診療病院の整備（平成２８年度～）
・がん診療連携拠点病院と連携体制を構築し、がん診療連携拠点病院のな
い２次医療圏内のがん医療の向上の役割を担う病院の整備。

③ がん診療従事医師等の緩和ケア研修等の実施（平成２２年度～）
・がんと診断された時から痛みをはじめとした、がんによる苦痛に対する緩
和ケアの知識、技術を習得し、実践できる医師等を養成。

④ がん登録の推進（平成２３年度～）
・死亡率、罹患率、生存率といったがん統計情報を把握し、県のがん対策へ
の活用・評価を実施。

① がん相談支援センターの整備（平成１４年度～）
・がん診療連携拠点病院等における、がんに関する治療や療養生活全般、
地域の医療機関などについての相談窓口の整備。

② がん患者の就労相談支援の充実（平成２９年度～）
・がん相談支援センターにおける社会保険労務士による専門的な就労相談
の実施。

【事業内容】

がんの予がんの予がんの予がんの予

防・検診受防・検診受防・検診受防・検診受

診率の向診率の向診率の向診率の向

上対策上対策上対策上対策

がん医療がん医療がん医療がん医療

の実現の実現の実現の実現

がんの相がんの相がんの相がんの相

談支援、談支援、談支援、談支援、

情報提供情報提供情報提供情報提供

体制の整体制の整体制の整体制の整

備備備備
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第２章 全体目標 

 

１１１１    全体目標全体目標全体目標全体目標    

   がん患者を含めた県民が、がんの克服を目指し、がんに関する正しい知識を持

ち、避けられるがんを防ぐことや、様々ながんの病態に応じて、尊厳を持って、

いつでもどこに居ても安心かつ納得できるがん医療や支援を受け、暮らしていく

ことができるよう、次の４つを平成３５(2023)年度までの全体目標とします。 

 

 

 

 

 

（１）（１）（１）（１）    科学的根拠科学的根拠科学的根拠科学的根拠に基づくがん予防に基づくがん予防に基づくがん予防に基づくがん予防・がん検診・がん検診・がん検診・がん検診の充実の充実の充実の充実    

        ＜＜＜＜がんを知りがんを予防するがんを知りがんを予防するがんを知りがんを予防するがんを知りがんを予防する＞＞＞＞    

    がんを予防する方法を普及啓発するとともに、研究成果に基づいた施策を

実施することにより、がんの罹患者を減少させます。県民が利用しやすい検

診体制を構築し、がんの早期発見、早期治療を促すことで、効率的かつ持続

可能ながん対策を進め、がんの死亡者の減少を目指します。 

 

（２）（２）（２）（２）    患者本位患者本位患者本位患者本位のがん医療の実のがん医療の実のがん医療の実のがん医療の実現現現現    

＜適切な医療を受けられる体制を充実させる＞＜適切な医療を受けられる体制を充実させる＞＜適切な医療を受けられる体制を充実させる＞＜適切な医療を受けられる体制を充実させる＞    

    がん登録の活用等によるがん医療の質の向上、それぞれのがんの特性に応

じたがん医療の均てん化・集約化、効率的かつ持続可能ながん医療の実現、

また、ビックデータや AI を活用したゲノム医療等を推進し、個人に最適化

された患者本位のがん医療の実現を目指します。 

 

（３）（３）（３）（３）    尊厳を持って尊厳を持って尊厳を持って尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築安心して暮らせる社会の構築安心して暮らせる社会の構築安心して暮らせる社会の構築    

＜がんになっても＜がんになっても＜がんになっても＜がんになっても自分らしく生きることのできる自分らしく生きることのできる自分らしく生きることのできる自分らしく生きることのできる地域共生社会を実現する＞地域共生社会を実現する＞地域共生社会を実現する＞地域共生社会を実現する＞    

    がん患者が住み慣れた地域社会で生活をしていく中で、必要な支援を受け

ることができる環境を整備します。行政（国・県・市町村）、医療機関等の関

係者がそれぞれ連携し、効率的な医療・福祉サービスを提供することで、が

ん患者が、いつでも、どこに居ても、尊厳を持って安心して生活し、自分ら

しく生きることのできる地域共生社会を目指します。 

 

（４）（４）（４）（４）    働く世代のがん患者支援の充実働く世代のがん患者支援の充実働く世代のがん患者支援の充実働く世代のがん患者支援の充実    

＜＜＜＜働きながらがん治療を受けられる環境を整備する働きながらがん治療を受けられる環境を整備する働きながらがん治療を受けられる環境を整備する働きながらがん治療を受けられる環境を整備する＞＞＞＞    

がんになっても自分らしく活き活きと働くことができる社会を実現する

ため、企業・事業所、行政、医療機関等の関係者がそれぞれ連携し、就労

支援等に取り組みます。 

【数値目標】 

がんによる死亡率（75 歳未満年齢調整死亡率）を６年間で１０％減少 
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第３章第３章第３章第３章    分野別施策と個別目標分野別施策と個別目標分野別施策と個別目標分野別施策と個別目標    

 

 

１１１１    がんがんがんがん予防・がん検診予防・がん検診予防・がん検診予防・がん検診    

（１）（１）（１）（１）    がんの１次予防がんの１次予防がんの１次予防がんの１次予防    

  ①①①①    生活習慣について生活習慣について生活習慣について生活習慣について    

   アアアア    たばこ対策たばこ対策たばこ対策たばこ対策    

    ＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 県民の喫煙率の割合は、平成２８（2016）年の国民生活基礎調査による

と２０．３％（成人の喫煙率）となっており、全国平均の１９．８％と比

べると依然高い水準となっています。 

○ 受動喫煙の影響を「ほぼ毎日受けた」と回答した者の割合が多い場所と

しては、男性が職場２８．６%、女性が家庭１０．１%となっています（平

成２８（2016）年県民健康づくり調査）。受動喫煙を原因として死亡する

人が国内で年間１万５千人を超えると推計されており、受動喫煙防止対策

は重要な課題となっています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 県民に対し、たばこが健康に及ぼす影響等について情報提供し、たばこ

に関する知識の普及啓発に努めます。禁煙を希望する人に対しては、地域

において禁煙に関する相談が受けられる体制づくりを進め、卒煙サポート

薬局等の関係機関と引き続き連携し、支援していきます。    

○ 未成年者に対しては、学校と連携して喫煙防止教育を実施し、生涯禁煙の 

動機付けを図ります。また、妊娠中の喫煙は、妊娠合併症のリスクを高める 

だけではなく、胎児にも悪影響を与えることから、妊産中の正しい生活習慣 

等に関する知識の普及啓発に努めます。 

○ 多くの者が利用する施設のうち、禁煙化に積極的に取り組んでいる施設を 

「禁煙宣言施設」として登録し、利用者に対して禁煙施設であることを明示す 

ることにより、受動喫煙防止対策を推進します。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 成人の喫煙率１３％以下（平成３５（2023）年度） 

 

イイイイ    その他の生活習慣対策その他の生活習慣対策その他の生活習慣対策その他の生活習慣対策    

 ＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 県民における野菜の１日当たりの摂取量は、平成２８（2016）年県民健康

づくり調査によると２８４ｇとなっており、摂取量の目安である３５０ｇに

は達していません。 

○ 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合については、同調
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査によると男性１６．５％、女性６．５％となっています。 

○ １回 30 分以上の運動を週２回以上、１年以上継続している「運動習慣の

ある者」は同調査によると２０～６４歳の男性で２１．６％、女性で２２．

５％、６５歳以上の男性で４１．０％、女性で４６．３％となっています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 野菜の適正量摂取は、消化器系のがんとの関連が示され、また体重コン

トロールに重要な役割があることから、摂取量の増加に向けた取り組みを

引き続き推進します。    

○ 飲酒について、男性で１日平均４０ｇ以上、女性で同２０ｇ以上の純アル

コールを摂取すると、生活習慣病のリスクが高まるとされていることから、

この量を超えて飲酒することのないよう、適切な飲酒量の普及啓発を引き続

き図ります。 

○ 運動習慣の向上のための取組み等の情報提供に努め、県民が地域において

運動に取り組みやすい環境づくりを、市町村等関係機関を支援するなどして

促進します。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

福岡県健康増進計画を踏まえ、平成３５（2023）年度までに、成人の野菜摂取 

量の増加（1 日当たり３５０ｇ）、生活習慣病のリスクを高める量を飲酒してい

る者の割合を男性１２．９％以下、女性６．９％以下、運動習慣のある者の割合

を２０～６４歳の男性３６．０％以上、女性３３．０％以上、６５歳以上の男性

５８．０％以上、女性４８．０％以上を目指します。    

 

②②②②    感染症対策について感染症対策について感染症対策について感染症対策について    

        アアアア    肝がんの予防肝がんの予防肝がんの予防肝がんの予防    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 人口１０万人当たりの肝がん（肝及び肝内胆管）による７５歳未満の年齢

調整死亡率は、平成２８（2016）年は６.９であり、近年減少しているもの

の、依然として全国平均の５.１を大きく上回っており、全国で５番目に高

い状況です。 

 

肝がん（肝及び肝内胆管）の 75 歳未満年齢調整死亡率 

（人口 10 万対）の年次推移               （表６） 

 平成 24 年 平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

全国 6.4 6.0 5.6 5.4 5.1 

福岡県福岡県福岡県福岡県    8.98.98.98.9    8.48.48.48.4    7.77.77.77.7    7.47.47.47.4    6.96.96.96.9    

全国順位 4 位 2 位 5 位 4 位 5 位 

（国立がん研究センター） 
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○ 本県では、保健所や委託した検査医療機関において、肝炎ウイルス無料検 

査を実施しています。平成２８（2016）年度では、保健所でＢ型７１６件、 

Ｃ型７１５件、医療機関でＢ型・Ｃ型ともに２７，４３１件の検査を実施し 

ました。 

  ○ 肝炎ウイルスは、感染しても自覚症状が乏しいことから、検査をして陽性 

と判明しても、適切な治療に結びついていない場合があることが問題となっ 

ています。 

○ 県民や医療機関に対し、肝炎の最新治療の情報提供や相談支援を行うため、

平成２２(2010)年に久留米大学病院を肝疾患診療連携拠点病院に指定して

います。 

また、身近な肝炎治療を受けやすいよう肝炎治療医療機関を指定するとと 

もに、この医療機関に対し、診断と治療方針に関する助言を行う肝疾患専門 

医療機関（平成２９年４月１日現在、県内６７か所）を指定しています。 

○ 平成２７（2015）年度から、肝炎ウイルス検査で陽性と判断された方に

対する初回精密検査費用、肝炎ウイルスが原因の慢性肝炎、肝硬変、肝が

んにかかる定期検査費用を助成しています。 

○ 平成２０年度から、国の補助制度（国１／２、県1/2）を活用して、抗ウ

イルス療法に対する医療費の助成を開始しました。 

○ 肝炎ウイルス検査後のフォローアップや精密検査への受診勧奨等の支援

を行うため、受検や受診の勧奨方法、肝炎治療費への助成制度等、肝炎に

関する必要な知識を修得した肝炎医療コーディネーターを養成しています。 

○ 肝炎患者等に対する情報提供や、肝疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門

医療機関及び肝炎治療医療機関の連携等に資するため、肝炎の病態、治療方

法、肝炎医療に関する制度などを記載した肝炎患者支援手帳を作成し、肝

炎患者等に配付しています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞        

○ 肝炎ウイルス検査の必要性を理解し、受検率を向上させるため、B型及び 

C型肝炎ウイルス感染に関する相談、肝炎ウイルス無料検査を、引き続き 

実施します。また、市町村、医療機関、協会けんぽといった職域等と連携 

し、肝炎ウイルス検査の更なる受検機会の拡大を図ります。 

○ 県等が実施している肝炎ウイルス無料検査の陽性者に対し、引き続き専 

門医療機関への受診勧奨を行います。 

  ○ 肝炎患者等に対し、精密検査及び定期検査の費用を引き続き助成するこ 

とにより、早期発見や定期的な医療機関の受診につなげ、重症化予防を図 

ります。 

○ 肝炎治療医療機関において行われる肝炎治療に係る医療費の助成事業に 

引き続き取り組みます。 

○ 肝疾患診療連携拠点病院において、県民に対する相談支援や市民公開講 
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座、治療水準の維持向上を図るための研修、最新の治療情報の提供等を行 

い、肝がんの予防を推進します。 

○ 肝炎医療コーディネーターの養成や技能向上、肝炎患者支援手帳の作 

成・配付を通じて、肝炎患者やその家族を支援していきます。 

○ 肝炎ウイルスは感染しても自覚症状に乏しいことから、感染に気付きに 

くく、また、感染を認識していても感染者が早急な治療の必要性を認識し 

にくいため、県民一人ひとりが自ら肝炎ウイルスの感染の有無を把握し、 

肝炎についての正しい知識を持つよう、普及啓発に取り組みます。 

  〇 ピアスの穴あけや入れ墨等、血液の付着する器具の共有を伴う行為や性 

行為等による感染の危険性がある行為に興味を抱く年代に対して、日常生 

活における感染予防について、関係機関と連携し普及啓発を行います。 

○ 働きながら継続的に治療を受けることができる環境づくりに向けて、事 

業主等の職域において健康管理に携わる者や関係者の理解と協力が得られ 

るよう、必要な働きかけを行います。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

    ○ 県等及び市町村が行う肝炎ウイルス検査の受検者数を、B型・C型ともに 

約３万８千人/年（平成２３年度～２８年度平均）から４万２千人/年（平 

成３０年度～３５年度平均）に引き上げます。 

○ 「福岡県肝炎対策推進計画」に基づき、肝がん（肝及び肝内胆管）の75

歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）を平成３５（2023）年度までの６年

間で３０％減少させることを目指します。 

 

イイイイ    その他のウイルスや細菌による感染への対策その他のウイルスや細菌による感染への対策その他のウイルスや細菌による感染への対策その他のウイルスや細菌による感染への対策    

    ＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ ウイルスや細菌の感染は、男性では喫煙に次いで２番目、女性では最も発 

がんに大きく寄与する要因となることがわかっています。このようなウイル 

スや細菌としては、成人Ｔ細胞白血病（以下「ＡＴＬ」という。）とヒトＴ細 

胞白血病ウイルス１型（以下「ＨＴＬＶ－１」という。）、子宮頸がんとヒト 

パピローマウイルス（以下「ＨＰＶ」という。）、胃がんとヘリコバクター・ 

ピロリなどがあります。 

○ ＨＴＬＶ－１対策として、妊婦健康診査におけるＨＴＬＶ－１抗体検査の 

実施、市町村や保健所職員、医療従事者に対する研修会等、感染予防対策を 

行っています。 

○ ＨＰＶワクチン接種は、現在、国が積極的な勧奨を差し控えており、今後、

接種のあり方について科学的知見を収集した上で総合的に判断することと

しています。 

○  ヘリコバクター・ピロリなど、ウイルスや細菌の感染に起因するがんへの

対策が検討されています。 
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＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ ＨＴＬＶ－１の感染予防対策、保健所での相談支援に、引き続き取り組み 

ます。    

○ ＨＰＶ、ヘリコバクター・ピロリ対策については、国における動向を踏ま 

え、検討していきます。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ ウイルスや細菌による感染に起因するがんへの対策を推進することによ 

り、がんの予防を図ります。 

    

（２）（２）（２）（２）    がんの早期発見、がん検診（２次予防）がんの早期発見、がん検診（２次予防）がんの早期発見、がん検診（２次予防）がんの早期発見、がん検診（２次予防）    

        ①①①①    受診率向上対策について受診率向上対策について受診率向上対策について受診率向上対策について    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ これまで、県では、がん検診と特定健診を同時に受診できる「総合健診」 

の市町村における実施を進めるとともに、従業員やその家族に対しがん検診 

受診を働きかける事業所（※１）を登録・支援する取組み、「福岡県がん対策 

推進企業等連携協定（※２）」締結企業と連携した普及啓発など、がん検診の 

受診率向上対策に取り組んできました。    

○ また、市町村においては、平成２１（2009）年度から特定の年齢に達した 

検診対象者に検診無料クーポン、検診手帳を配付する「がん検診推進事業」、 

平成２７（2015）年度から個別の受診勧奨・再勧奨や精密検査未受診者に対 

する受診再勧奨等を行う「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」 

に取り組んできました。    

○ しかしながら、現状のがん検診受診率（平成２８（2016）年の国民生活基 

礎調査（推計値））は、肺がん 40.9％、大腸がん 36.4％、胃がん 38.2％、乳 

がん 40.9％、子宮頸がん 37.9％と、前計画におけるがん検診受診率の目標 

値（５０％）を下回っている状況であり、更なる取組みが必要となっていま 

す。    

○ 平成２８（2016）年の「がん対策に関する世論調査（内閣府）」等におい 

て、がん検診を受けない理由として、「受ける時間がないから」、「健康状態に 

自信があり、必要性を感じないから」、「心配なときはいつでも医療機関を受 

診できるから」等が挙げられており、より効果的な受診勧奨、普及啓発とと 

もに、土日祝日での実施、他の検診や特定健康診査との同時実施など、受診 

者の立場に立った利便性への配慮が求められています。    

○ 人間ドックや職域におけるがん検診については、対象者数、受診者数等の 

データを定期的に把握する仕組みがないため、受診率の算定や精度管理を行 

うことが困難となっています。    

※１ 「働く世代をがんから守るがん検診推進事業所」 

※２ がん対策の推進活動に意欲を有し一般県民へのがん検診受診促進等に取
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り組んでいる企業が、本計画に関する取組みにおいて、相互の協力が可能

な分野における連携を推進するために県と締結する協定 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 県では、引き続き、「総合健診」に取り組む市町村、従業員やその家族への 

がん検診受診を推進する事業所の拡大、働く世代が受診しやすい日時、場所 

に出向いたがん検診の実施を進めるなど、効果的な受診率向上対策に取り組 

みます。    

  ○ 県民が、がん検診の必要性を理解し、自らが定期的にがん検診を受けるよ

う、がん教育に取り組む等正しい知識の普及啓発に努めます。 

○ 市町村や検診実施機関において、受診者に分かりやすくがん検診について 

説明するなど、がん検診の意義及び必要性を適切に理解できるように努めま 

す。 

○ 市町村における検診の受診手続きの簡素化、効果的な受診勧奨、職域で受 

診機会のない者に対する受診体制の整備、受診対象者の名簿を活用した個別 

受診勧奨・再勧奨、かかりつけ医や薬局の薬剤師を通じた受診勧奨など、受 

診率向上への取組みを、研修会による事例検討等を通じて支援します。 

○ 職域でのがん検診等における対象者数、受診者数等の情報や精度管理の状

況など必要なデータを把握できる仕組みについての国の検討結果を踏まえ、

正確ながん検診の実施状況の把握に努めます。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ がん検診のより効果的な受診勧奨、検診を受けやすい体制整備に努め、対    

策型検診で行われている全てのがん種において、がん検診の受診率５０％以 

上の達成を目指します。 

 

 ※ 現況値は H28 年「国民生活基礎調査」による。 

    

②②②②    がん検診の精度管理等についてがん検診の精度管理等についてがん検診の精度管理等についてがん検診の精度管理等について    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がんによる死亡率を減少させるためには、がん検診において、適切な検査 

方法の実施も含めた徹底した精度管理が必要です。市町村においては、国の指 

 現況値 

（H29 年） 

目標値 

（H35 年度） 

考え方 

肺がん 40.9% 

５０％以上 

国のがん対策推進基本計画と同
一（受診率の算定にあたって
は、40 歳から 69 歳（子宮頸が
んは 20 歳から 69 歳）までを対
象とする。） 

大腸がん 36.4% 

胃がん 38.2% 

乳がん 40.9% 

子宮頚がん 37.9% 



 

 - 22 - 

針に基づき、有効性が確認された科学的根拠に基づくがん検診を実施すること 

とされています。    

 

（表７） 

国指針で定められたがん検診等の実施市町村数（平成 29 年度） 

（保健医療介護部がん感染症疾病対策課調べ） 

 

○ がん発見率や陽性反応適中度といった検診の精度を評価する指標や、精度

管理の取組みは、市町村によって差がある状況であり、精度管理・事業評価

実施体制の充実が課題となっています。 

○ がんの早期発見・早期治療のためには、精密検査が必要と判定された受検

者が、実際に精密検査を受診することが重要ですが、本県の精密検査受診率

は、全国平均に比べ高いものの、おおよそ71.2%～85.9%にとどまっています。

（平成２７（2015）年度地域保健事業・健康増進事業報告） 

○ 福岡県集団検診協議会においては、がん検診の質の維持・向上のため、検 

診の有効性や精度管理について協議し、必要に応じて助言・指導を行うとと

もに、検診従事者の研修を実施しています。乳がんについては、マンモグラ

フィ検診の従事者養成や画像評価を実施しており、平成２９（2017）年から

は胃がん検診の検診項目に新たに追加された胃内視鏡検査について、医師に

対する研修を行っています。検診の精度向上のため、更なる取組みの強化が

必要です。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 県は、がん検診の実施状況について、市町村の現状を把握するとともに、 

福岡県集団検診協議会や各種集団検診機関連絡協議会において協議し、この 

協議会での検討結果を情報提供するなど、必要な助言・指導を行います。ま 

た、がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた研修会を市町村に対して 

実施します。    

○ 市町村は、国の指針に基づいたがん検診を実施し、その結果、精密検査が 

必要と判断された者に対する受診勧奨や受診確認等の体制づくりを構築す 

ることにより、精密検査の受診率向上に取り組みます。    

対象臓器 
国指針で定められ

たがん検診実施 

国指針以外の 

がん検診実施 

国指針以外の 

がん検診内容 

肺がん ６０ ０  

大腸がん ６０ ０  

胃がん ６０ １８ 
ヘリコバクターピロリ抗体

ペプシノゲン法 

乳がん ６０ ２３ 乳腺エコー、視触診のみ 

子宮頚がん ６０ １ ＨＰＶ検査 
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○ がん検診に携わる医師、診療放射線技師等を対象に、マンモグラフィ検査、 

胃内視鏡検査等にかかる研修を実施し、資質向上に取り組みます。    

○ 県及び市町村は、がん検診や精密検査の意義に関する情報を、県民に提供 

するとともに、がん検診の有効性への理解を促進します。    

○ 職域におけるがん検診の質の向上を目的に、国が策定する「職域における 

がん検診に関するガイドライン（仮称）」の普及を図ります。    

    

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ すべての市町村において、精度管理・事業評価が実施されるとともに、科 

学的根拠に基づくがん検診が実施されるよう、集団検診協議会において協議 

し、検診体制の充実を図ります。    

○ がん検診における精密検査受診率９０％以上を目指します。    

※ 現況値は H27 年度「地域保健・健康増進事業報告」による 

    

２２２２    患者本位の患者本位の患者本位の患者本位のがん医療がん医療がん医療がん医療のののの実現実現実現実現    

（１）（１）（１）（１）    がんゲノム医療がんゲノム医療がんゲノム医療がんゲノム医療    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 近年、個々のゲノム情報に基づき、個人ごとの違いを考慮したゲノム医療 

への期待が高まっています。    

○ 国では、ゲノム解析に基づいた治験薬を含めた治療選択肢を提示する研究 

事業や、拠点病院等に遺伝カウンセリングを行う者を配置するといった取組 

みが行われています。    

○ 今後、全てのがんについて、ゲノム医療によって得られた情報を集約し、 

革新的治療薬の開発や個人に最適化された治療選択等に活用できる仕組み 

を構築する必要性が指摘されています。    

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 県内 3 大学が拠点病院等と連携して、がん診療についての教育を行う「新 

ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン」の活用等により、ゲノム医療に 

係る専門医療従事者の育成を行います。    

○ がんゲノム医療に関する県民の理解を促進するため、普及啓発に取り組み 

ます。    

 現況値 

（H29 年度） 

目標値 

（H35 年度） 

考え方 

肺がん 85.9% 

９０％以上 
国のがん対策推進基本計画と

同一 

大腸がん 71.2% 

胃がん 84.7% 

乳がん 85.8% 

子宮頚がん 82.5% 
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＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 国のがんゲノム医療提供体制の整備を踏まえ、県民や医療従事者に対して    

がんゲノム医療に関する知識の普及に努めます。 

 

（がんゲノム医療の推進について） 

平成２７（２０１５）年７月にとりまとめられた「ゲノム医療実現推進協議

会」の中間とりまとめにおいて、ゲノム医療の実現が近い領域のひとつとし

て、がん領域が掲げられている。また、平成２８（２０１６）年１０月にとり

まとめられた「ゲノム情報を用いた医療等の実用化推進タスクフォース」の

意見とりまとめにおいては、遺伝子関連検査の品質・精度の確保、ゲノム医療

に従事する者の育成、ゲノム医療の提供体制の構築、社会環境の整備等を進

めていくことが求められている。 

 平成２９年１０月に閣議決定された国の基本計画においては、「段階的に体制

整備を進める。また、「がんゲノム医療推進コンソーシアム」を形成すること

や、２年以内に拠点病院等の見直しに着手する等、がんゲノム医療を提供す

るための体制整備を進める。」とされており、その動向を踏まえて対応してい

きます。 

 

 

（２）（２）（２）（２）    がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

    （（（（がん医療提供体制がん医療提供体制がん医療提供体制がん医療提供体制））））    

○ 拠点病院等については、平成１４（2002）年度から整備を始め、現在、国 

指定拠点病院１５か所（県拠点病院２か所、地域拠点病院１３か所、）、平成 

２８（2016）年度から、これまで国指定拠点病院がなかった２次医療圏に、 

拠点病院との連携を前提に２か所の国指定地域がん診療病院を指定してい 

ます。また、平成２２（2010）年度から県指定の拠点病院２か所を整備し、 

合わせて１９か所の拠点病院等を整備しています。 

○ 拠点病院等を中心に、標準的な手術療法、放射線療法、薬物療法等の提供 

体制の整備、緩和ケアの実施、地域連携クリティカルパスの運用、キャンサ 

ーボードの実施、がん相談支援センターの設置、院内がん登録の実施等に取 

り組み、全ての県民が県内どこにいても質の高いがん医療を等しく受けられ 

るよう、がん医療の均てん化を進めてきました。 

○ 拠点病院等において、がん患者及びその家族が治療法を選択する上で第三 

者である医師に専門的見解を求めることができるセカンドオピニオンの提 

示が実施されています。 

○ 国においては、ゲノム医療、一部の放射線療法、小児がん、希少がん、難 

治性がんなどのがん種について、治療成績の向上等に資する研究開発の促進 

や診療の質の向上を図るため、患者のアクセス、病院の特徴や規模など、地 
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域の状況に十分配慮した上で、がん医療における診療機能の集中、機能分担、 

医療機器の適正配置など、一定の集約化のあり方について検討することとし 

ています。    

 

（（（（各治療法各治療法各治療法各治療法））））    

○ がんに対する主な治療法としては、手術療法、放射線療法及び薬物療法等 

がありますが、近年、科学的根拠を有する免疫療法の開発が進み、「免疫チェ 

ックポイント阻害剤」等の免疫療法は有力な治療選択肢の一つとなっていま 

す。治療に当たっては、がんの病態に応じ、これらの各療法を効果的に組み 

合わせた集学的治療を実施する必要があります。 

○ 放射線療法や薬物療法などの専門的知識・技術を持った医師をはじめとし 

た医療従事者については、充足している状況ではないため、このような医療 

従事者を更に育成し、質の高いがん医療を提供することが求められています。 

○ 免疫療法と称しているものの中には、十分な科学的根拠を有する治療法と 

そうでない治療法がありますが、これらの区別が困難な場合があることから、 

県民に対し、免疫療法に関する適切な情報を提供することが必要です。 

 

（（（（チーム医療チーム医療チーム医療チーム医療））））    

○ 患者とその家族の抱える様々な苦痛、悩み及び負担に応え、安全かつ安心    

で質の高いがん医療を提供するためには、多職種によるチーム医療の推進が 

 必要です。 

  ○ 拠点病院等を中心に、集学的治療等の提供体制の整備、キャンサーボード 

の実施、医科歯科連携、薬物療法における医療機関と薬局との連携など多職

種によるチーム医療を実施するための体制を整備しています。 

 

        ＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

    （（（（がん医療提供体制がん医療提供体制がん医療提供体制がん医療提供体制））））    

○ 県拠点病院は、本県のがん対策の中核的機関であり、地域拠点病院、県指 

定病院、地域がん診療病院、他の医療機関への技術支援や情報発信を行うな 

ど、本県全体のがん医療の向上を引き続き、牽引していきます。 

○ 地域拠点病院、県指定病院、地域がん診療病院は、地域のがん診療を行っ 

ている医療機関に対する診療支援、地域のがん診療に携わる医療従事者に対 

する研修等を通じて、地域全体のがん医療水準の向上に努めていきます。 

〇 拠点病院等を中心に、標準的な手術療法、放射線療法、薬物療法、急変時 

の医療等の提供体制の整備、緩和ケアの実施、地域連携クリティカルパスの 

運用、キャンサーボードの実施、がん相談支援センターの充実、院内がん登 

録の実施といった均てん化が必要な取組みを推進します。 

〇 拠点病院等におけるセカンドオピニオンの実施体制について、県民に対し 

更なる周知を図ります。 



 

 - 26 - 

○ がん医療提供体制について、国の検討結果を踏まえ、本県においても、今 

後、そのあり方について検討を進めます。    

 

（（（（各治療法各治療法各治療法各治療法））））    

  ○ 手術療法、放射線療法及び薬物療法のそれぞれを専門的に行う医師が協力

して治療に当たる体制の更なる充実を図ります。 

  ○ 県内３大学が拠点病院等と連携して、がん診療についての教育を行う「新

ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン」の活用等による、がん専門医療

従事者の更なる育成に取り組みます。 

  ○ がんの専門的知識を有する医療従事者を育成するため、研修等を受けやす

い環境づくりを支援します。 

    ○ 先進的な治療施設の周知に努めます。 

  ○ 免疫療法については、患者や県民に対し、国の検討結果等を踏まえた適切

な情報提供を行います。 

 

（（（（チーム医療チーム医療チーム医療チーム医療））））    

○ 県は、がん患者が入院、外来通院及び在宅など、それぞれの状況に応じて 

必要なサポートを受けることができるようチーム医療の体制整備を推進し

ます。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 拠点病院等と地域の医療機関が相互に連携して、標準的ながん診療、専門 

的ながん診療、在宅等での療養支援を行う体制を構築し、切れ目のないがん 

治療等を提供します。    

  ○ すべての拠点病院等において引き続き放射線治療専門医やがん薬物療法

専門医等の配置を目指します。 

  ○ 県内３大学が拠点病院等と連携して、がん診療についての教育を行う「新

ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン」の活用等によるがん専門医療従

事者の更なる増加を目指します。 
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平成３０年３月現在 

 

（３）（３）（３）（３）    がんのリハビリテーションがんのリハビリテーションがんのリハビリテーションがんのリハビリテーション    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がん治療の影響から、患者の嚥下や呼吸運動等の日常生活動作に障がいが 

生じることがあります。また、病状の進行に伴い、次第に日常生活動作に障 

がいを来し、著しく生活の質が低下することが見られることから、がん領域 

でリハビリテーションの重要性が高まっています。    

○ 国は、がん患者の社会復帰や社会協働という視点を踏まえ、リハビリテー

ションを含めた医療提供体制のあり方を検討することとしています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 国の検討結果を踏まえ、がん患者の生活の質を維持するため、拠点病院等

における質の高いリハビリテーションの実施を推進します。 

    

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 患者の生活の質の維持向上を目的として、運動機能の改善や生活機能の低 

下防止に資するよう、がんリハビリテーションが受けられる体制の整備を目 

指します。 

 

 

連携協力体制

九州がんセンター

〇 地域連携情報専門部会

・地域連携クリティカルパスの整備

・相談支援業務（ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ） など

〇 緩和ケア専門部会

・県内の緩和ケア提供に関する現状把握

・緩和ケアに関する情報交換 など

九州大学病院

〇 がん登録専門部会

・がん登録の技術的支援

・県内のがん登録データ分析、評価 など

〇 教育研修専門部会

・医師に対する緩和ケア研修会

・診療支援医師の派遣調整 など

〇 がんプロフェッショナルの養成

・がん専門医療従事者の育成、研修

＜役割＞

・地域拠点病院間の連携、調査機能

・緩和ケアの推進機能

・がん登録の推進機能

・教育、研修機能

福岡県がん診療連携拠点病院福岡県がん診療連携拠点病院福岡県がん診療連携拠点病院福岡県がん診療連携拠点病院

調整・支援

地域がん診療連携拠点病院地域がん診療連携拠点病院地域がん診療連携拠点病院地域がん診療連携拠点病院

地域がん診療病院（●）地域がん診療病院（●）地域がん診療病院（●）地域がん診療病院（●）

＜役割＞

・質の高いがん診療の提供

・地域の医療機関に対する研修、診療支援

・情報提供、相談支援福岡ブロック

・九州医療センター

・済生会福岡総合病院

・福岡大学病院

・福岡東医療センター

・福岡大学筑紫病院（●）

筑後ブロック

・久留米大学病院

・聖マリア病院

・公立八女総合病院

・大牟田市立病院

・朝倉医師会病院（●）

筑豊ブロック

・飯塚病院

・社会保険田川病院

北九州ブロック

・北九州市立医療センター

・JCHO九州病院

・産業医科大学病院

県指定がん診療拠点病院県指定がん診療拠点病院県指定がん診療拠点病院県指定がん診療拠点病院

・浜の町病院 ・戸畑共立病院

２病院による

先駆的でより高度ながん医療の推進

ブロック単位の整備による

がん医療の均てん化
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（４）（４）（４）（４）    支持療法支持療法支持療法支持療法    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がん治療の副作用に悩む患者は増加しているが、支持療法の研究開発が十    

分ではないため、支持療法に関する診療ガイドラインが少なく、標準的治療

が確立していない状況です。 

○ このため、国において患者視点の評価も重視した支持療法に関する診療ガ

イドラインを作成することとしています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 適切な医療が提供できるよう、がん医療に携わる医療機関に対し、国が策

定する支持療法に関する診療ガイドライン等の情報を提供します。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ がん治療に伴う副作用・合併症・後遺症を軽減し、患者の QOL を向上させ

るため、支持療法に関する実態調査、研究を行う国と連携し、適切な診療の

実施を推進します。 

 

（５）（５）（５）（５）    希少がん、難治性がん希少がん、難治性がん希少がん、難治性がん希少がん、難治性がん    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 希少がんは、様々ながんが含まれる小児がんをはじめ、臓器に発生する肉 

腫、成人 T 細胞白血病など、数多くの種類が存在し、それぞれの患者が少な 

いことから、標準的な診断法や治療法の確立、研究開発や臨床試験の推進、

診療体制の整備が課題となっています。 

 ○ 希少がん診療について、全国的な集約化が検討されていますが、専門施設

と地域の拠点病院等との連携の必要性、専門的知識を有する医療従事者を継

続的に育成するシステムの必要性、各々の希少がんを専門としない医療従事

者に対する啓発等の課題も指摘されています。 

 ○ 難治性がんは、早期発見が困難であり、治療抵抗性が高く、転移・再発し

やすい等の性質を持ち、有効な診断・治療法が開発されていないことが課題

となっています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 国は、希少がん患者が適切な医療を受けられる環境を整備するため、中核

的な役割を担う機関を整備することとしており、その動向を踏まえ、情報の

集約・発信、支援・診療体制の集約化等について取組みを進めます。 

○ 県内 3 大学が拠点病院等と連携して、がん診療についての教育を行う「新

ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン」の活用等により、希少がんの診

療に係る医療従事者の育成を行います。 

 ○ 国が進めている難治性がんの診療提供体制のあり方に関する検討結果を
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踏まえ、本県においても、難治性がんの状況の把握及び今後のあり方につい

て検討します。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 希少がんについて、医療の集約化に係る国の検討結果を踏まえ、本県のが

ん医療をけん引している拠点病院等と連携し、診療体制整備を進めます。 

 

（６）（６）（６）（６）    小児がん小児がん小児がん小児がん、、、、AYAAYAAYAAYA 世代のがん、高齢者の世代のがん、高齢者の世代のがん、高齢者の世代のがん、高齢者のがんがんがんがん    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がんは、小児の病死原因の第１位であり、成人のがんと異なり、生活習慣 

と関係なく乳幼児から思春期、若年成人まで幅広い年齢に発生し、希少で多 

種多様ながんが含まれています。 

  ○ 小児がん患者は、診断後長期にわたって日常生活、就学、就労に支障をき 

たすこともあるため、長期的な支援や配慮が必要です。 

○ 本県では、平成２５（2013）年に、九州大学病院が小児がん拠点病院に指 

定され、小児がん診療の一部集約化と診療体制の構築が行われてきましたが、 

集約すべきがん種と均てん化可能ながん種の整理、小児がん拠点病院を中心 

とした地域の医療機関とのネットワークの整備等が求められています。 

○ 国は、均てん化が可能ながん種等について、小児がん拠点病院以外の地域 

の連携病院においても診療が可能な体制を構築すること、及び必要があれば、 

在宅医療を実施できるような診療連携体制を構築することについて検討す 

ることとしています。 

○ AYA 世代（Adolescent and Young Adult）に発生するがんについては、全 

国的にも診療体制が定まっておらず、また、小児と成人領域の狭間にあるこ 

とから、適切な治療を受けるにあたって様々な課題が指摘されています。 

○ AYA 世代の全国における年間患者数はおよそ２万人とされていますが、治 

療期間が就学、就労、妊娠等の時期と重なることもあり、長期療養、就学、 

就労、結婚、出産など個々の患者のニーズに応じた情報提供・支援体制、診 

療体制が求められています。 

○ 高齢者のがんについては、全身の状態が不良であること、併存疾患がある 

 こと等により、標準的治療の適応とならない場合等があります。また、75 歳 

 以上の高齢者が対象となる臨床研究が限られていること等から、現在、国に 

 おいて、高齢のがん患者に適した治療法や診療ガイドラインを確立するため 

 の研究が進められています。 

 

    ＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 小児がん拠点病院等と連携し、小児がん患者とその家族が、治療後の合併 

症や二次がんなどへの対応を含めた適切な医療や生活・教育面での長期フォ 

ローアップを受けることができるよう、環境整備に努めます。 
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○ 小児がん患者と家族が、治療中のみならず治療後も安心して暮らせる社会 

を構築するため、教育現場や職域等に対し、小児がんについての正しい情報 

の普及啓発に取り組みます。 

○ AYA 世代のがんについて、国の動向を踏まえ、生殖機能温存など個々のが 

ん患者のニーズに合わせた情報提供、適切な医療や就学・就労支援等の提供 

体制の整備に取り組みます。 

  ○ 国が策定する「高齢者のがん診療に関するガイドライン」について、がん

医療に携わる医療機関への普及を進めます。 

  ○ 高齢のがん患者が、QOL の観点を含め治療や診療を選択することができる

よう、適切なインフォームドコンセントによる意思決定支援を推進します。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 小児がんや AYA 世代のがん患者が、地域において適切に治療が受けられる

よう医療機関等と連携を進めるとともに、治療後の日常生活や就学、就労に

対する長期的な支援の実施を目指します。 

 

（７）（７）（７）（７）    病理診断病理診断病理診断病理診断    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 拠点病院等においては、必要に応じて、遠隔病理診断を用いることにより、 

全ての拠点病院等で、術中迅速病理診断が可能な体制を確保することとして 

きました。また、病理診断医の養成や病理関連業務を担う医療従事者の確保 

に向けた取組みを支援してきましたが、充足している状況ではありません。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 県は、引き続き、病理診断医の育成等の支援を実施します。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 拠点病院等における病理診断医の数の増加を図ることにより、安全で迅速

な質の高い病理診断、細胞診断を提供するための環境整備を推進します。 

  

（８）（８）（８）（８）    がん登録がん登録がん登録がん登録    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がんの罹患率・生存率の推計及びがん患者の受療状況を把握するため、平 

成２３（2011）年から地域がん登録を、平成２８（2016）年から全国がん登 

録を開始しています。この取組みにより、県内の医療機関から届出のあった 

がん患者の診療や治療に関する情報と、人口動態統計死亡表から収集した患 

者の予後情報が、データベースシステムに一元管理されることとなりました。 

○ 平成 30 年末を目途に公表予定の全国がん登録の情報によって、正確な情 

報に基づくがん対策及び各地域の実情に応じた施策の実施、がんのリスクや 
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がん予防等についての研究の進展、患者やその家族等に対する適切な情報提 

供が期待されます。    

○ 拠点病院等においては、全国がん登録に加えて、従前より、より詳細なが 

んの罹患・診療に関する情報を収集する院内がん登録が実施されており、院 

内がん登録は、全国のがん患者の約 8 割をカバーしていると推計されていま 

す。    

○ 全国がん登録や院内がん登録によって得られるデータと他のデータとの 

連携により、より利活用しやすい情報が得られる可能性がありますが、その 

連携に当たっては個人情報の保護に配慮することが必要です。    

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 全国がん登録と院内がん登録で得られた情報を利活用し、正確な情報に基 

づくがん対策の立案、地域の実情に応じた施策の実施に取り組むとともに、 

患者やその家族に対する適切な情報提供を行います。    

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ がん登録によって得られたがんの罹患率、生存率、がん患者の受療動向等    

を評価・分析し、その結果を県のホームページ等を通じ広く県民に情報提供 

します。 

 

３３３３    尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築    

    （１）（１）（１）（１）    がんと診断された時からの緩和ケアがんと診断された時からの緩和ケアがんと診断された時からの緩和ケアがんと診断された時からの緩和ケア    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 緩和ケアは、がんと診断された時から治療時期や療養場所を問わず、身体 

的苦痛だけではなく、精神・心理的苦痛、社会的苦痛など、がん患者及びそ 

の家族が抱える様々な苦痛に対して、迅速かつ適切に実施される必要があり 

ます。    

○ 拠点病院等は、医師及び看護師等を構成員とする緩和ケアチームを整備し、 

がん患者に対し緩和ケアを提供していますが、更なる質の向上が求められて 

います。また、がんと診断された時から、治療、在宅医療など様々な段階・ 

場面において、切れ目なく緩和ケアが提供されることが必要です。    

○ 県では、拠点病院等と連携し、がん診療に携わる医師等を対象に緩和ケア 

研修会を開催し、緩和ケアにかかる基本的な知識の普及に努めています。    

    

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ がんと診断された時から、治療、在宅医療等、様々な場面において、拠点 

病院等と地域の医療機関が連携することにより、患者とその家族への精神心 

理的苦痛に対する心のケアを含めた切れ目のない緩和ケアの提供を推進し 

ます。    
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○ がん診療に携わる医師を対象とした研修等の開催に加え、チーム医療の観 

点から、看護師、薬剤師等の医療従事者に対し研修を実施するなど、緩和ケ 

アの基本的知識の普及に努めます。    

○ 緩和ケアの質の評価を行うことにより、拠点病院等における提供体制の更 

なる質の向上に努めます。     

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 緩和ケアについての基本的な知識を習得するための研修を修了した医師 

や医療従事者の増加を目指します。    

 

 （２）（２）（２）（２）    がんに関するがんに関するがんに関するがんに関する相談支援相談支援相談支援相談支援及び及び及び及び情報提供情報提供情報提供情報提供    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 相談支援センターの設置は、拠点病院の指定要件の一つであり、全ての拠 

点病院で設置されています。患者やその家族からの相談に加え、地域の医療 

機関等からの相談にも対応しており、相談件数は年々増加しています。一方、 

相談支援を必要とするがん患者が、がん相談支援センターを十分利用するに 

至っていないとの指摘があります。    

○ 相談内容としては、身体的な相談以外にも精神心理的な相談や就労に関す 

る社会的な相談など、内容が広範囲に及んでおり、がん患者やその家族の要 

望に適切に応えられることが求められています。    

○ 国立がん研究センターにおいて、がんに関する最新情報の提供、がん患者 

及びその家族からの相談への対応にかかる基礎研修会等が実施されていま 

す。    

○ 内閣府の「がん対策に関する世論調査（平成２８（2016）年）」によると、 

がんに関する情報をインターネット等で得ている者の割合は３５％を超え 

ています。しかしながら、このような情報の中には科学的根拠に基づいてい 

るとはいえない情報も含まれており、県民が正しい情報を得ることが困難な 

場合があります。    

 

  ＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ がん患者やその家族に対して、診断早期に相談支援センターの存在、役割 

について説明する等、各関係機関等と連携し、一層の利用促進に努めます。    

○ 相談支援体制の質の向上を図るため、基礎研修会の受講を促進するととも 

に、拠点病院等と連携し、地域の医療機関等を対象とした研修会を開催しま 

す。    

○ がんに関する様々な情報を収集し、科学的根拠に基づく情報を提供してい 

る国等と連携し、県民に対する正しい情報の提供体制の整備に努めます。    

○ がんサロン等を活用し、がんを経験した者によるがん患者への支援を進め 

ます。    
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＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

 ○ 拠点病院等における相談支援センターの相談件数の更なる増加を目指し

ます。 

 ○ 県民が必要な時に、自分に合った正しい医療情報を入手し適切に治療や生

活等に関する選択できるよう、県のホームページ等を通じ、科学的根拠に基

づく情報の提供を進めます。 

 

 （３）（３）（３）（３）    社会連携に基づくがん対策・がん患者支援社会連携に基づくがん対策・がん患者支援社会連携に基づくがん対策・がん患者支援社会連携に基づくがん対策・がん患者支援    

    ①①①①    拠点病院等と地域との連携拠点病院等と地域との連携拠点病院等と地域との連携拠点病院等と地域との連携    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

 ○ 治療の段階から退院後の在宅療養支援まで切れ目のないがん医療を提供

するため、本県では、拠点病院等と地域の医療機関が連携し、全県下で統一

された様式、手法による５大がん（肺・胃・肝・大腸・乳）及び前立腺がん

の「地域連携クリティカルパス」の運用が行われています。 

 ○ 拠点病院等と、在宅医療を提供する医療機関、薬局、訪問看護ステーショ

ン等との連携体制は十分な状況ではありません。 

    

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

 ○ 拠点病院等と連携し、がん診療を行っている医療機関における「地域連携

クリティカルパス」の活用、拡大等を推進していきます。 

 ○ 拠点病院等と在宅医療を担う医療機関等との連携体制の構築に努めます。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

 ○ 拠点病院等での「地域連携クリティカルパス」の活用件数の更なる増加を

目指します。 

 

②②②②    在宅医療在宅医療在宅医療在宅医療        

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

〇 県の保健福祉（環境）事務所に設置した「福岡県地域在宅医療支援センタ 

ー」において、在宅緩和ケアに携わる機関の情報把握や情報発信を行うとと 

もに、相談窓口を開設し相談に対応しています。    

○ がん患者が住み慣れた地域で生活を続けるためには、医療・介護サービス 

が、入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目なく適切に提供される地域包括ケ 

アシステムの構築が重要であり、市町村と連携して取り組む必要があります。    

○ 拠点病院等をはじめたとした医療機関において、病状が急変したがん患者 

や医療ニーズの高い要介護者の入院を受け入れてくれる医療機関を各地域 

で確保しておく体制を整備する必要があります。    

○ がん患者の意向を踏まえ、在宅での療養も選択できるよう、在宅医療の充 

実が求められており、質の高いがん医療を提供するためには、拠点病院以外 
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の医療機関や在宅医療を提供する施設においても、がん医療の質の向上を図 

っていく必要があります。    

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 「福岡県地域在宅医療支援センター」において、引き続き相談支援・情報 

提供を行います。    

○ 住み慣れた地域で安心して療養できる地域包括ケアシステムを構築する 

ため、市町村が取り組む在宅医療・介護連携推進を支援します。    

○ 病院・診療所・訪問看護ステーションなどの関係機関同士の連携により、 

がん患者や医療ニーズの高い要介護者にも安定的な在宅緩和ケアを提供で 

きる体制の構築を推進します。    

○ 在宅がん患者の緊急時入院病床の確保のため、在宅療養支援病院（※３） 

や在宅療養後方支援病院（※４）等と地域の在宅医療機関によるルール作り、 

「とびうめネット」の登録活用推進など、急変時のバックアップ体制構築を 

支援します。    

○ がん患者の在宅緩和ケアやレスパイトを目的とした通所施設を支援しま 

す。    

○ 在宅緩和ケアに対応できる、在宅療養支援診療所（※５）・病院、薬局、訪 

問看護ステーション等の医療従事者の人材育成を図ります。    

※３ 地域において、在宅医療を支える 24 時間の窓口として、他の病院・診 

療所等と連携を図りつつ、24 時間往診、訪問看護等を提供する診療所 

※４ 在宅療養支援診療所と同様に、在宅医療の主たる担い手となっている病 

  院 

※５ 事前に登録した在宅患者について、症状が急変した場合などにいつでも 

対応し、必要に応じて入院を受け入れる病院    

 

        ＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 地域の特性に応じた切れ目のない在宅緩和ケア医療提供体制の構築を推 

進します。    

 

 （（（（４４４４））））    ライフステージに応じたがん対策ライフステージに応じたがん対策ライフステージに応じたがん対策ライフステージに応じたがん対策    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

（小児・AYA 世代） 

○ 小児・AYA 世代のがんは、他の世代と比べて患者数が少なく、疾患構成も

多様であり、乳幼児から思春期・若年成人世代まで、幅広いライフステージ

で発症し、治療後も長期にわたりフォローアップを要します。 

○ 年代によって、就学・就労、妊娠等の状況が異なり、個々の状況に応じた 

多様なニーズが存在することから、成人のがんとは異なる対策が求められて 

います。 
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○ 小児・AYA 世代のがん患者へのサポート体制は、必ずしも十分なものでは 

なく、特に、高校教育の段階においては、対策が遅れていることが指摘され 

ています。このため、治療を受けながら学業を継続できるよう、入院中・療 

養中の教育支援、退院後の学校・地域での受入れ体制の整備等の教育環境の 

更なる整備が求められています。 

○ 小児・AYA 世代の緩和ケアは、家族への負担が非常に大きく、また、小児 

の在宅医療に対応できる医療関係者は限られていることが指摘されていま 

す。 

 

（高齢者） 

○ 高齢者は、入院をきっかけに認知症と診断される場合や、既にある認知症 

の症状が悪化する場合があるため、がん医療における意思決定等について、 

一定の基準が必要と考えられますが、現状そのような基準は定められていま 

せん。 

○ 高齢者ががんに罹患した際には、医療と介護との連携の下で適切ながん医 

療を受けられることが重要であり、医療従事者のみならず、介護従事者につ 

いても、がんに関する十分な知識が必要とされています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

（小児・AYA 世代） 

○ 小児がん拠点病院等と連携し、小児がん患者とその家族が、治療後の合併 

症や二次がんなどへの対応を含めた適切な医療や生活・教育面での長期フォ 

ローアップを受けることができるよう、環境整備に努めます。 

○ 小児がん患者と家族が、治療中のみならず治療後も安心して暮らせる社会 

を構築するため、教育現場や職域等に対し、小児がんについての正しい情報 

の普及啓発に取り組みます。 

○ AYA 世代のがんについて、国の動向を踏まえ、生殖機能温存など個々のが 

ん患者のニーズに合わせた情報提供、適切な医療や就学・就労等の提供体制 

の整備に取り組みます。 

 

（高齢者） 

  ○ 国においては、認知症等を合併したがん患者や看取り期における高齢のが

ん患者の意思決定の支援方策を含めた「高齢者のがん診療に関するガイドラ

イン」を策定することとしており、このガイドラインの医療機関への普及を

進めます。 

  ○ 高齢のがん患者が、QOL の観点を含め治療や診療を選択することができる

よう、適切なインフォームドコンセントによる意思決定支援を推進します。 
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＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 小児がんや AYA 世代のがん患者が、地域において適切に治療が受けられる 

よう医療機関等と連携を進めるとともに、治療後の日常生活や就学、就労に 

対する長期的な支援の実施を目指します。 

 

（５）がん患者の社会的な（５）がん患者の社会的な（５）がん患者の社会的な（５）がん患者の社会的な問題への問題への問題への問題への対応対応対応対応    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がんの治療成績の向上に伴い、がん経験者は増加しており、がん患者・経 

験者の QOL 向上に向けた取組が求められている。社会的な問題としては、自 

身ががんであることを自由に話すことができず、がん患者が社会から隔離さ 

れてしまうことがあることや、離島、僻地における通院等に伴う経済的な問 

題、がん治療に伴う外見（アピアランス）の変化（爪、皮膚障害、脱毛等）、 

診断早期における生殖機能の温存、後遺症及び性生活（セクシャリティ）に 

関する相談支援、情報提供の体制が構築されていないこと等が指摘されてい 

ます。 

  ○ 国は、がん患者、経験者、その家族の生活の質を向上させるため、がん患 

者や家族に関する研究を行うことによって、その課題を明らかにするとして 

います。    

 ○ 警察庁の自殺統計によると、本県の自殺の原因・動機として、健康問題（が 

んを含む）が最も多い割合となっています。 

 

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

  ○ 県は、学校におけるがん教育だけではなく、がんに対する「偏見」の払拭

や県民全体に対する健康についての啓発につながるよう、民間団体や患者団

体等の協力を得ながら、がんに関する正しい知識の普及啓発に努めます。 

○ がん患者について、必要に応じ専門的、精神心理的なケアにつなぐことが 

できるよう、がん相談支援センターにおいて、専門相談窓口の情報提供を行 

うなど、関係機関との連携強化に努めます。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ がん患者・経験者、その家族の QOL を向上させるため、研究を行う国と連

携し、普及啓発などの施策に取組みます。 

 

４４４４ 働く世代のがん患者支援の充実働く世代のがん患者支援の充実働く世代のがん患者支援の充実働く世代のがん患者支援の充実    

    （（（（医療機関における就労支援医療機関における就労支援医療機関における就労支援医療機関における就労支援））））    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

    ○ がん医療の進歩により、日本の全がんの５年相対生存率は 62.1%となって

おり、社会で活躍しているがん患者・経験者も多くなっています。このため、

がんになっても自分らしく活き活きと働き、安心して暮らせる社会の構築が
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重要となっており、就労を含めた社会的な問題に対する情報提供や相談支援

の充実が必要です。 

○ 厚生労働省研究班による調査では、がんと診断され、退職した患者のうち、

診断がなされてから最初の治療が開始されるまでに退職した者が４割を超

えていると報告されています。 

    

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 拠点病院で就労支援等に携わる者が患者の状況を踏まえた適切な支援に

必要な知識を身につけることができるよう、研修の実施や情報提供に努めま

す。 

○ がん診療連携拠点病院等と連携し、がん相談支援センターにおいて、引き

続き、社会保険労務士による就労相談を行う等、患者やその家族の求める内

容に対応した相談支援の充実に取り組みます。 

 

（（（（職場や地域における就労支援職場や地域における就労支援職場や地域における就労支援職場や地域における就労支援））））    

＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ 改正がん対策基本法（平成２８（2016）年１２月）において、事業所はが 

ん患者の雇用の継続等に配慮するよう努めることが明記されたことを踏ま 

え、事業主や管理職等の意識改革や治療と仕事の両立を可能とする社内制度 

の整備の推進が求められています。    

○ 内閣府の「がん対策に関する世論調査（平成２８（2016）年）」では、が 

ん患者が働き続けるために必要な取組として、通院のための短時間勤務制度、 

時間単位の休暇制度など、柔軟な勤務・休暇制度の導入があげられています。    

○ 厚生労働省の「就労条件総合調査（平成２５（2013））年」においては、 

病気休暇制度のある事業所の割合は、３０人から９０人規模の事業所で２１． 

７％、うち４５．８％が無給の休暇制度となっており、休暇制度の整備が進 

んでいない状況にあります。    

    

＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

○ 事業所に対して、柔軟な休暇制度や勤務体系等、治療と仕事の両立が可能    

な職場環境を構築できるよう、必要な支援を行います。 

○ 職業安定所、産業保健総合支援センター等と連携し、がん患者の就労継続、 

再就職等の就労支援に取り組みます。 

 

＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 就業規則の見直し等により、病気休暇制度を導入するなど、がん患者の病 

気と仕事の両立支援に取り組む事業所の増加を目指します。    

    

    



 

 - 38 - 

５５５５    これらを支える基盤の整備これらを支える基盤の整備これらを支える基盤の整備これらを支える基盤の整備    

 （１（１（１（１））））    人材育成人材育成人材育成人材育成    

    ＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ ゲノム医療等のがん医療の進歩や、希少・難治性がん、小児・AYA 世代の 

がん等の特性、ライフステージに応じた対応が求められるがん種について、 

専門的な人材の育成を更に進めていくことが求められています。    

 

 ＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

  ○ 県は、がん専門医療従事者を育成するため、国が実施する研修等の情報提

供を行います。 

  ○ 県内 3 大学が拠点病院等と連携して、がん診療についての教育を行う「新

ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン」の活用等により、ゲノム医療、

放射線療法、希少がん、小児・AYA 世代や高齢者といったライフステージに

応じたがん対策に係る専門医療従事者の育成を行います。 

   

 ＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ ゲノム医療、放射線療法、希少がん、小児・AYA 世代や高齢者といったラ

イフステージに応じたがん対策に係る専門医療従事者の増加を目指します。 
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連携

国内関係機関
参画大学他部局
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地ୠ医ਃঢ়・医師ভ
地方自治体
本事業採択他拠点 等

ᅻૉ
大学

宮崎
大学
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大学

九州
大学

拠点校

主幹校福岡
大学
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大学
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九州がんプロフェッショナル養成プラン
（平成1923عফ২ك

九州がんプロ養成基盤推進プラン
（平成2428عফ২ك

新ニーズに対応する九州がんプロ養成プラン
（平成29ফ২كع

平成19ফ4াع

ધ部ఐ学

ௐেௌ௮
ਿがん൧
৴拠点୰২

福岡県拠点病院（推薦）
九州大学病院
九州がんセンター

大学名
（福岡県内）

コース種別
コースにおいて

養成する主な職種ゲノム
医

小児・
希少がん

ライフ
ステージ

九州大学 ● ● ● 医師/薬剤師/医৷৶/
検査技師

୲৪大学 ● ● 医師/薬剤師/看護師

福岡大学 ● 医師/看護師

○।ঀୢజহの養成
○ൌがんल৵ుがんに対応दऌるୢ人材の養成
○ライフステージに応じたがん対策を推進する人材の養成

人材の輩出

 

 

 ＜プランの概要＞ 

  〇 本プランは、これまでの１０年に及ぶ九州内の医療系大学の継続的ながん

教育連携を基盤とし、九州大学を拠点校として九州１０の大学院（うち県内

３大学）・関連医療機関等が密接に連携し九州内の多様な新ニーズに対応す

るがん専門医療人を養成します。今後のがん対策の新たなニーズとして、「ゲ

ノム医療従事者の養成」、「希少がん及び小児がんに対応できる医療人材の養

成」、「ライフステージに応じたがん対策を推進する人材の養成」について取

り組みます。 

  〇 各大学病院内の小児がん医療部門、希少がん部門、ゲノム医療関連部門等

との強力な連携に基づく実地教育を行います。対面講義・研修等に加え遠隔

通信等も利用し広域にわたる大学連携を機能的に実現させ、新ニーズに対応

した多職種連携教育の構築・情報発信を行います。またゲノム医療や小児・

希少がんに対する海外の先進事例を積極的に収集し発信を行います。 

  〇 本県においては、平成２９（2017）年度から平成３３（2021）年度の５年

間で、「ゲノム基盤先端臨床腫瘍学コース：２８名」、「希少がん・放射線治療

学コース：４名」、「小児がん・希少がん臨床腫瘍学コース：８名」、「先端医

用量子線技術科学コース：３２名」、「がん専門細胞検査士コース：１０名」、

「がん研究薬剤師コース：１０名」、「ライフステージに応じたがん専門医療

人育成コース：８名」、「希少がん診療養成コース：４名」、「専門職養成コー

ス（がん看護分野）：８名」の受入、養成を予定しています。 
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 （２（２（２（２））））    がん教育、がんに関する知識の普及啓発がん教育、がんに関する知識の普及啓発がん教育、がんに関する知識の普及啓発がん教育、がんに関する知識の普及啓発    

    ＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞＜現状と課題＞    

○ がんについての正しい知識とがん患者や家族などのがんと向き合う人々 

 に対する正しい認識及び命の大切さに対する認識を深めるためには、外部講 

師を活用し、子ども等に、がんについての正しい知識やがん患者・経験者の 

思いを伝えることが重要です。 

  ○ 県や民間団体が開催する様々なイベントの機会の活用や、「福岡県がん対

策推進企業等連携協定」締結企業と連携した取組み等により、がんに関する

正しい知識の普及啓発を行っています。 

 

    ＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞＜今後の取組＞    

  ○ 教員を対象とした研修会等において、がん教育について理解を深める取組 

みを行います。 

○ 中学校を中心に、子どもへのがん教育について、正しい知識や理解が深ま

るよう、教育委員会や教育関係者と連携して取り組みます。 

○ 外部講師の有効活用など、関係機関と連携し、各学校におけるがん教育を 

推進します。 

○ 引き続き、県及び民間主催のイベント等、様々な機会を通して、県民に対 

し、正しい知識の普及啓発を推進します。 

○ 「福岡県がん対策推進企業等連携協定」締結企業の拡大を図ります。 

 

    ＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞＜個別目標＞    

○ 県民が、がん予防や早期発見の重要性を認識し、自分や身近な人ががんに 

罹患しても、そのことを正しく理解し、向き合うことができるよう、がんに 

関する知識の普及啓発を更に推進します。 
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第４章 がん対策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項 

 

 

１ 関係者等の連携協力の更なる強化 

 〇 県は、県民、医療機関、大学等学術研究機関、医師会、検診機関、事業者、

関係団体、市町村等幅広い主体との協働や情報共有に努め、がん対策を総合的

かつ計画的に推進していきます。 

 〇 市町村は、国の指針等に基づく方法によりがん検診を実施し、精度管理・事

業評価の推進を図るとともに、がん検診受診の促進に向けた普及啓発等により、

受診率の向上に努める必要があります。また、希望する患者が地域で療養でき

るよう、地域包括ケア体制の担い手として、関係機関との一層の連携推進が必

要です。 

 〇 県拠点病院は、がん専門医療従事者に対する研修や、地域拠点病院間の連

携・調整を図り、県全体のがん対策に係る取組みを牽引していくことが求めら

れます。 

 〇 すべての拠点病院等は、専門的ながん医療の提供等に努めながら、がん医療

に関する相談支援及び情報提供並びに地域の医療機関への支援、地域連携の推

進等に取り組むことにより、地域全体のがん医療水準の向上に努めることが求

められています。 

 〇 地域の医療機関は、自らまたは拠点病院と連携して適切な医療を提供すると

ともに、がん患者やその家族の不安や疑問に対し、適切な対応に努めることが

求められます。 

 〇 緩和ケア病棟・在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所・訪問看護ステーシ

ョンは、他の医療機関や介護サービス事業者等との連携を図り、緩和ケア、在

宅療養の支援等に取り組むことが求められます。 

 〇 事業者・企業は、従業員ががんになっても仕事と治療を両立できる環境整備

等がん患者の雇用の継続等に配慮するように努め、国及び地方公共団体が講ず

るがん対策に協力することが求められます。 

 

２ 関係者等の意見の把握 

 〇 県は、がん対策推進協議会、がん診療連携協議会及び在宅医療推進協議会等 

の開催等をはじめ、様々な機関を捉え、県民を含む関係者の意見を広く把握す 

ることに努めます。 

  

３ がん患者を含めた県民等の努力 

 〇 県民は、喫煙、食生活、運動その他生活習慣が健康に及ぼす影響、がんの原

因となるおそれのある感染症等がん予防のための正しい知識の習得に努め、積

極的にがん検診を受診し、がんの予防や早期発見に努めることが求められます。 
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 〇 がん患者及びその家族は、医療従事者と相互に信頼関係を構築し、ともに協

力して治療を進めることが必要です。 

 

４ 目標の達成状況の把握 

  県は、計画の目標達成状況の把握や取組方法の評価を行い、がん対策の進行管

理を行います。 

 

５ 計画の見直し 

本計画は策定後、３年（平成３２(2020)）を目処に必要に応じて、現状に即し 

た形の部分的な見直しを行います。 
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がん診療連携協議会の協議内容 

 ○ 地域におけるがん診療連携体制等がん医療に係る情報交換に関すること。 

 ○ 県内の院内がん登録データの分析、評価等に関すること。 

 ○ 県内におけるセカンドオピニオン体制に関すること。 

 ○ 県レベルの研修計画、診療支援医師の派遣調整に関すること。 

 ○ 地域連携クリティカルパスの整備に関すること。 
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（３）　尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築

１　がん予防・がん検診
　（１）がんの１次予防
　○　成人の喫煙率13％以下（平成３４（2022）年度）
　○　成人の野菜摂取量の増加（1日当たり350ｇ）を目指します。
　○　生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者について、男性12.9%以下、女性6.9%以下を目指します。
　○　運動習慣のある者を20～64歳の男性36.0%以上、女性33.0%以上、65歳以上の男性58.0%以上、女性48.0%以上を
    目指します。
　〇　県等及び市町村が行う肝炎ウイルス検査の受検者数を、B型・C型ともに約３万８千人／年（平成２３年度～平成
    ２８年度平均）から４万２千人／年（平成３０年度～平成３５年度平均）に引き上げます。
　○　「福岡県肝炎対策推進計画」に基づき、肝がん（肝及び肝内胆管）の75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）を
    平成３５年（2023）度までの６年間で３０％減少させることを目指します。
　〇　ウイルスや細菌による感染に起因するがんへの対策を推進することにより、がんの予防を図ります。

　（２）がんの早期発見、がん検診（２次予防）
　〇　がん検診のより効果的な受診勧奨、検診を受けやすい体制整備に努め、対策型検診で行われている全てのがん
    種において、がん検診の受診率５０％以上の達成を目指します。
　〇　すべての市町村において、精度管理・事業評価が実施されるとともに、科学的根拠に基づくがん検診が実施される
     よう、集団検診協議会において協議し、検診体制の充実を図ります。
　○　がん検診における精密検査受診率９０％以上を目指します。

２　患者本位のがん医療の実現
　（１）がんゲノム医療
　○　国のがんゲノム医療提供体制の整備を踏まえ、県民や医療従事者に対してがんゲノム医療に関する知識の普及
    に努めます。

　（２）がんの手術療法、放射線療法、薬物療法、免疫療法
　○　拠点病院等と地域の医療機関が相互に連携して、標準的ながん診療、専門的ながん診療、在宅等での療養支援
    を行う体制を構築し、切れ目のないがん治療等を提供します。
　○　すべての拠点病院等において引き続き放射線治療専門医やがん薬物療法専門医等の配置を目指します。
　○　県内３大学が拠点病院等と連携して、がん診療についての教育を行う「新ニーズに対応する九州がんプロ養成プラ
    ン」の活用等によるがん専門医療従事者の更なる増加を目指します。

　（３）がんのリハビリテーション
　○　患者の生活の質の維持向上を目的として、運動機能の改善や生活機能の低下防止に資するよう、がんリハビリ
    テーションが受けられる体制の整備を目指します。
　（４）支持療法
　○　がん治療に伴う副作用・合併症・後遺症を軽減し、患者のQOLを向上させるため、支持療法に関する実態調査、
    研究を行う国と連携し、適切な診療の実施を推進します。
　（５）希少がん、難治性がん
　○　希少がんについて、医療の集約化に係る国の検討結果を踏まえ、本県のがん医療をけん引している拠点病院等と
    連携し、診療体制整備を進めます。
　（６）小児がん、AYA世代のがん、高齢者のがん
　○　小児がんやAYA世代のがん患者が、地域において適切に治療が受けられるよう医療機関等と連携を進めるととも
    に、治療後の日常生活や就学、就労に対する長期的な支援の実施を目指します。
　（７）病理診断
　○　拠点病院等における病理診断医の数の増加を図ることにより、安全で迅速な質の高い病理診断、細胞診断を提供
    するための環境整備を推進します。
　（８）がん登録
　○　がん登録によって得られたがんの罹患率、生存率、がん患者の受療動向等を評価・分析し、その結果を県のホー
    ムページ等を通じ広く県民に情報提供します。

３　尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築
　（１）がんと診断された時からの緩和ケア
　○　緩和ケアについての基本的な知識を習得するための研修を修了した医師や医療従事者の増加を目指します。
　（２）がんに関する相談支援及び情報提供
　○　拠点病院等における相談支援センターの相談件数の更なる増加を目指します。
　○　県民が必要な時に、自分に合った正しい医療情報を入手し適切に治療や生活等に関する選択できるよう、県の
    ホームページ等を通じ、科学的根拠に基づく情報の提供を進めます。
　（３）社会連携に基づくがん対策・がん患者支援
　○　拠点病院等での「地域連携クリティカルパス」の活用件数の更なる増加を目指します。
　○　拠点病院等と、在宅医療を提供する関係機関との連携体制は重要であるため、今後、連携体制の構築に努めま
    す。
　　○　地域の特性に応じた切れ目のない在宅緩和ケア提供体制の構築を推進します。
　（４）　ライフステージに応じたがん対策
　○　小児がんやAYA世代のがん患者が、地域において適切に治療が受けられるよう医療機関等と連携を進めるととも
    に、治療後の日常生活や就学、就労に対する長期的な支援の実施を目指します。
　（５）　がん患者の社会的な問題への対応
　○　がん患者・経験者、その家族のQOLを向上させるため、研究を行う国と連携し、普及啓発などの施策に取組みま
    す。

４　働く世代のがん患者支援の充実
　○　就業規則の見直し等により、病気休暇制度を導入するなど、がん患者の病気と仕事の両立支援に取り組む事業所
    の増加を目指します。

５　これらを支える基盤の整備
　（１）　人材育成
　○　ゲノム医療、放射線療法、希少がん、小児・AYA世代や高齢者といったライフステージに応じたがん対策に係る
    専門医療従事者の増加を目指します。
　（２）　がん教育、がんに関する知識の普及啓発
　○　県民が、がん予防や早期発見の重要性を認識し、自分や身近な人ががんに罹患しても、そのことを正しく理解し、
    向き合うことができるよう、がんに関する知識の普及啓発を更に推進します。

〇　がんによる死亡率（75歳未満年齢調整死亡率）を６年間で１０％減少

福岡県がん対策推進計画　目標一覧福岡県がん対策推進計画　目標一覧福岡県がん対策推進計画　目標一覧福岡県がん対策推進計画　目標一覧

分
野
別
施
策

個
　
別
　
目
　
標

目　標

（１）　科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実
（２）　患者本位のがん医療の実現

（４）　働く世代のがん患者支援の充実

全
体
目
標
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福岡県がん対策推進協議会設置要綱 

（設置） 
第１条 がん対策基本法（平成１８年法律第９８号）第１２条の規定に基づき策定した、福岡県
がん対策推進計画（以下「推進計画」という。）の実施に当たり、各専門分野の立場から総合
的な意見を聴き、推進計画の推進等を行うため、福岡県がん対策推進協議会（以下「協議会」
という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 
第２条 協議会は、次の事項について調査、検討を行い、意見を述べる。 
 (1) 推進計画の策定等に関する事項 
 (2) がん診療連携拠点病院の整備に関する事項 
 (3) がん対策の総合的かつ計画的な推進に関する事項 
 

（組織） 
第３条 協議会の委員は、保健、医療、福祉等の関係者のうちから知事が委嘱する。 
２ 委員の数は、２２名以内とする。 
３ 協議会に会長及び副会長を置き、委員のうちから互選する。 
 

（任期） 
第４条 協議会の委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間
とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 
 

（会長の職務） 
第５条 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
２ 副会長は会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、会長の職務を代理す
る。 

 

（会議） 
第６条 協議会は、会長が召集する。 
２ 会長は、協議会を招集しようとするときは、あらかじめ、期日、場所及び議題を委員に通知
するものとする。 

３ 会長は、議長として協議会の議事を掌理する。 
 

（庶務） 
第７条 協議会の庶務は、保健医療介護部がん感染症疾病対策課において処理する。 
 

（雑則） 
第８条 この要綱に定めるもののほか、議事の手続きその他の協議会の運営に関し、必要な事項
は、会長が別に定める。 

 

  附 則 
 この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。 
  附 則 
 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
  附 則 
 この要綱は、平成２２年５月１９日から施行する。 
  附 則 
 この要綱は、平成２５年７月１日から施行する。 
  附 則 
 この要綱は、平成２９年８月１７日から施行する。 
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がん対策基本法 

(平成十八年六月二十三日) 

(法律第九十八号) 

第百六十四回通常国会 

第三次小泉内閣 

目次 

第一章 総則(第一条―第九条) 

第二章 がん対策推進基本計画等(第十条―第十二条) 

第三章 基本的施策 

第一節 がんの予防及び早期発見の推進(第十三条・第十四条) 

第二節 がん医療の均てん化の促進等(第十五条―第十八条) 

第三節 研究の推進等(第十九条) 

第四節 がん患者の就労等(第二十条―第二十二条) 

第五節 がんに関する教育の推進(第二十三条) 

第四章 がん対策推進協議会(第二十四条・第二十五条) 

附則 

 

第一章第一章第一章第一章    総則総則総則総則 

(目的) 

第一条 この法律は、我が国のがん対策がこれまでの取組により進展し、成果を収めてきたもの

の、なお、がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている等がんが国民の生命及び健

康にとって重大な問題となっている現状並びにがん対策においてがん患者（がん患者であった

者を含む。以下同じ。）がその状況に応じて必要な支援を総合的に受けられるようにすること

が課題となっていることに鑑み、がん対策の一層の充実を図るため、がん対策に関し、基本理

念を定め、国、地方公共団体、医療保険者、国民、医師等及び事業主の責務を明らかにし、並

びにがん対策の推進に関する計画の策定について定めるとともに、がん対策の基本となる事項

を定めることにより、がん対策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。 

（基本理念） 

第二条 がん対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

一 がんの克服を目指し、がんに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとともに、

がんの予防、診断、治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及し、活用し、及び

発展させること。 

二 がん患者がその居住する地域にかかわらず等しく科学的知見に基づく適切ながんに係る

医療（以下「がん医療」という。）を受けることができるようにすること。 

三 がん患者の置かれている状況に応じ、本人の意向を十分尊重してがんの治療方法等が選択

されるようがん医療を提供する体制の整備がなされること。 

四 がん患者が尊厳を保持しつつ安心して暮らすことのできる社会の構築を目指し、がん患者

が、その置かれている状況に応じ、適切ながん医療のみならず、福祉的支援、教育的支援そ

の他の必要な支援を受けることができるようにするとともに、がん患者に関する国民の理解

が深められ、がん患者が円滑な社会生活を営むことができる社会環境の整備が図られるこ

と。 

五 それぞれのがんの特性に配慮したものとなるようにすること。 

六 保健、福祉、雇用、教育その他の関連施策との有機的な連携に配慮しつつ、総合的に実施

されること。 

七 国、地方公共団体、第五条に規定する医療保険者、医師、事業主、学校、がん対策に係る

活動を行う民間の団体その他の関係者の相互の密接な連携の下に実施されること。 



 

 - 48 - 

八 がん患者の個人情報（個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日そ

の他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することによ

り、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。）の保護につい

て適正な配慮がなされるようにすること。 

（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次条において「基本理念」という。）にのっとり、がん対策を

総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、がん対策に関し、国との連携を図りつつ、自主

的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（医療保険者の責務） 

第五条 医療保険者（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）第七条第

二項に規定する保険者及び同法第四十八条に規定する後期高齢者医療広域連合をいう。）は、

国及び地方公共団体が講ずるがんの予防に関する啓発及び知識の普及、がん検診（その結果に

基づく必要な対応を含む。）に関する普及啓発等の施策に協力するよう努めなければならない。 

（国民の責務） 

第六条 国民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及ぼす影響、がんの原因となる

おそれのある感染症等がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に必要な注意を払い、必要

に応じ、がん検診を受けるよう努めるほか、がん患者に関する理解を深めるよう努めなければ

ならない。 

（医師等の責務） 

第七条 医師その他の医療関係者は、国及び地方公共団体が講ずるがん対策に協力し、がんの予

防に寄与するよう努めるとともに、がん患者の置かれている状況を深く認識し、良質かつ適切

ながん医療を行うよう努めなければならない。 

（事業主の責務） 

第八条 事業主は、がん患者の雇用の継続等に配慮するよう努めるとともに、国及び地方公共団

体が講ずるがん対策に協力するよう努めるものとする。 

（法制上の措置等） 

第九条 政府は、がん対策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講じな

ければならない。 

 

第二章 がん対策推進基本計画等 

（がん対策推進基本計画） 

第十条 政府は、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、がん対策の推進に関する基本

的な計画（以下「がん対策推進基本計画」という。）を策定しなければならない。 

２ がん対策推進基本計画に定める施策については、原則として、当該施策の具体的な目標及び

その達成の時期を定めるものとする。 

３ 厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 厚生労働大臣は、がん対策推進基本計画の案を作成しようとするときは、関係行政機関の長

と協議するとともに、がん対策推進協議会の意見を聴くものとする。 

５ 政府は、がん対策推進基本計画を策定したときは、遅滞なく、これを国会に報告するととも

に、インターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

６ 政府は、適時に、第二項の規定により定める目標の達成状況を調査し、その結果をインター

ネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 
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７ 政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案し、及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ、

少なくとも六年ごとに、がん対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、

これを変更しなければならない。 

８ 第三項から第五項までの規定は、がん対策推進基本計画の変更について準用する。 

（関係行政機関への要請） 

第十一条 厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対して、がん対策

推進基本計画の策定のための資料の提出又はがん対策推進基本計画において定められた施策

であって当該行政機関の所管に係るものの実施について、必要な要請をすることができる。 

（都道府県がん対策推進計画） 

第十二条 都道府県は、がん対策推進基本計画を基本とするとともに、当該都道府県におけるが

ん患者に対するがん医療の提供の状況等を踏まえ、当該都道府県におけるがん対策の推進に関

する計画（以下「都道府県がん対策推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 都道府県がん対策推進計画は、医療法（昭和二十三年法律第二百五号）第三十条の四第一項

に規定する医療計画、健康増進法（平成十四年法律第百三号）第八条第一項に規定する都道府

県健康増進計画、介護保険法（平成九年法律第百二十三号）第百十八条第一項に規定する都道

府県介護保険事業支援計画その他の法令の規定による計画であってがん対策に関連する事項

を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

３ 都道府県は、当該都道府県におけるがん医療に関する状況の変化を勘案し、及び当該都道府

県におけるがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも六年ごとに、都道府県がん対策

推進計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更するよう努めなければなら

ない。 

 

第三章 基本的施策 

第一節 がんの予防及び早期発見の推進 

（がんの予防の推進） 

第十三条 国及び地方公共団体は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣及び生活環境が健康に

及ぼす影響、がんの原因となるおそれのある感染症並びに性別、年齢等に係る特定のがん及び

その予防等に関する啓発及び知識の普及その他のがんの予防の推進のために必要な施策を講

ずるものとする。 

（がん検診の質の向上等） 

第十四条 国及び地方公共団体は、がんの早期発見に資するよう、がん検診の方法等の検討、が

ん検診の事業評価の実施、がん検診に携わる医療従事者に対する研修の機会の確保その他のが

ん検診の質の向上等を図るために必要な施策を講ずるとともに、がん検診の受診率の向上に資

するよう、がん検診に関する普及啓発その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、がん検診によってがんに罹り患している疑いがあり、又は罹患して

いると判定された者が必要かつ適切な診療を受けることを促進するため、必要な環境の整備そ

の他の必要な施策を講ずるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、前二項に規定する施策を効果的に実施するため、がん検診の実態の

把握のために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

第二節 がん医療の均てん化の促進等 

（専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成） 

第十五条 国及び地方公共団体は、手術、放射線療法、化学療法、緩和ケア（がんその他の特定

の疾病に罹患した者に係る身体的若しくは精神的な苦痛又は社会生活上の不安を緩和するこ
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とによりその療養生活の質の維持向上を図ることを主たる目的とする治療、看護その他の行為

をいう。第十七条において同じ。）のうち医療として提供されるものその他のがん医療に携わ

る専門的な知識及び技能を有する医師その他の医療従事者の育成を図るために必要な施策を

講ずるものとする。 

（医療機関の整備等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、がん患者がその居住する地域にかかわらず等しくそのがんの

状態に応じた適切ながん医療を受けることができるよう、専門的ながん医療の提供等を行う医

療機関の整備を図るために必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、がん患者に対し適切ながん医療が提供されるよう、国立研究開発法

人国立がん研究センター、前項の医療機関その他の医療機関等の間における連携協力体制の整

備を図るために必要な施策を講ずるものとする。 

（がん患者の療養生活の質の維持向上） 

第十七条 国及び地方公共団体は、がん患者の状況に応じて緩和ケアが診断の時から適切に提供

されるようにすること、がん患者の状況に応じた良質なリハビリテーションの提供が確保され

るようにすること、居宅においてがん患者に対しがん医療を提供するための連携協力体制を確

保すること、医療従事者に対するがん患者の療養生活（これに係るその家族の生活を含む。以

下この条において同じ。）の質の維持向上に関する研修の機会を確保することその他のがん患

者の療養生活の質の維持向上のために必要な施策を講ずるものとする。 

（がん医療に関する情報の収集提供体制の整備等） 

第十八条 国及び地方公共団体は、がん医療に関する情報の収集及び提供を行う体制を整備する

ために必要な施策を講ずるとともに、がん患者（その家族を含む。第二十条及び第二十二条に

おいて同じ。）に対する相談支援等を推進するために必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、がんに係る調査研究の促進のため、がん登録等の推進に関する法律

（平成二十五年法律第百十一号）第二条第二項に規定するがん登録（その他のがんの罹患、診

療、転帰等の状況の把握、分析等のための取組を含む。以下この項において同じ。）、当該が

ん登録により得られた情報の活用等を推進するものとする。 

 

第三節 研究の推進等 

第十九条 国及び地方公共団体は、がんの本態解明、革新的ながんの予防、診断及び治療に関す

る方法の開発その他のがんの罹患率及びがんによる死亡率の低下に資する事項並びにがんの

治療に伴う副作用、合併症及び後遺症の予防及び軽減に関する方法の開発その他のがん患者の

療養生活の質の維持向上に資する事項についての研究が促進され、並びにその成果が活用され

るよう必要な施策を講ずるものとする。 

２ 前項の施策を講ずるに当たっては、罹患している者の少ないがん及び治癒が特に困難である

がんに係る研究の促進について必要な配慮がなされるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、がん医療を行う上で特に必要性が高い医薬品、医療機器及び再生医

療等製品の早期の医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和

三十五年法律第百四十五号）の規定による製造販売の承認に資するようその治験が迅速かつ確

実に行われ、並びにがん医療に係る有効な治療方法の開発に係る臨床研究等が円滑に行われる

環境の整備のために必要な施策を講ずるものとする。 

 

第四節 がん患者の就労等 

（がん患者の雇用の継続等） 

第二十条 国及び地方公共団体は、がん患者の雇用の継続又は円滑な就職に資するよう、事業主
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に対するがん患者の就労に関する啓発及び知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（がん患者における学習と治療との両立） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、小児がんの患者その他のがん患者が必要な教育と適切な治

療とのいずれをも継続的かつ円滑に受けることができるよう、必要な環境の整備その他の必要

な施策を講ずるものとする。 

（民間団体の活動に対する支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行うがん患者の支援に関する活動、がん患者

の団体が行う情報交換等の活動等を支援するため、情報提供その他の必要な施策を講ずるもの

とする。 

 

第五節 がんに関する教育の推進 

第二十三条 国及び地方公共団体は、国民が、がんに関する知識及びがん患者に関する理解を深

めることができるよう、学校教育及び社会教育におけるがんに関する教育の推進のために必要

な施策を講ずるものとする。 

 

第四章 がん対策推進協議会 

第二十四条 厚生労働省に、がん対策推進基本計画に関し、第十条第四項（同条第八項において

準用する場合を含む。）に規定する事項を処理するため、がん対策推進協議会（以下「協議会」

という。）を置く。 

第二十五条 協議会は、委員二十人以内で組織する。 

２ 協議会の委員は、がん患者及びその家族又は遺族を代表する者、がん医療に従事する者並び

に学識経験のある者のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

３ 協議会の委員は、非常勤とする。 

４ 前三項に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

附 則 〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十九年四月一日から施行する。 

附 則 〔平成二十八年法律第百七号〕〔抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。
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＜国のがん対策＞＜国のがん対策＞＜国のがん対策＞＜国のがん対策＞

○○○○ がん対策関係閣僚会議がん対策関係閣僚会議がん対策関係閣僚会議がん対策関係閣僚会議(S58(S58(S58(S58～～～～))))
○○○○ がん対策専門家会議がん対策専門家会議がん対策専門家会議がん対策専門家会議

○○○○ 対がん対がん対がん対がん10101010か年総合戦略か年総合戦略か年総合戦略か年総合戦略(S59(S59(S59(S59～Ｈ５～Ｈ５～Ｈ５～Ｈ５))))
がんの本態解明を目指した研究や事業を展開

○○○○ がん克服新１がん克服新１がん克服新１がん克服新１OOOOか年戦略か年戦略か年戦略か年戦略((((Ｈ６～Ｈ１５Ｈ６～Ｈ１５Ｈ６～Ｈ１５Ｈ６～Ｈ１５))))
がんの研究
若手研究者の育成･活用
国際協力の推進
がん診療施設情報iネットワークシステムの構築
などの総合的な推進

戦略推進の結果戦略推進の結果戦略推進の結果戦略推進の結果

｢がんは遺伝子の異常によって起こる病気
である｣という概念が確立し、遺伝子レペルで
の病態の理解が進むなど、がんの本態解明
が進展。

各種がんの早期発見法･標準的な治療法の
確立など、診断･治療技術もめざましい進歩
を遂げた。

この間、胃がん、子宮がんなどの生存率は
向上したが、一方で、国民の生活習慣の変化
その他により大腸がんなどの欧米型のがん
は増加を続けている。

診断・治療法などの進歩とその普及によっ
て、がん患者の5 年生存率も改善が進み、が
ん全体で約6 割の方が完治できると考えられ
るようになってきた。

○○○○ がん研究１０か年戦略がん研究１０か年戦略がん研究１０か年戦略がん研究１０か年戦略(H(H(H(H22226666～～～～HHHH33335)5)5)5)

①①①① がんの本態解明に関する研究がんの本態解明に関する研究がんの本態解明に関する研究がんの本態解明に関する研究
②②②② アンメットメディカルニーズに応える新規薬剤開発に関する研究アンメットメディカルニーズに応える新規薬剤開発に関する研究アンメットメディカルニーズに応える新規薬剤開発に関する研究アンメットメディカルニーズに応える新規薬剤開発に関する研究
③③③③ 患者に優しい新規医療技術開発に関する研究患者に優しい新規医療技術開発に関する研究患者に優しい新規医療技術開発に関する研究患者に優しい新規医療技術開発に関する研究
④④④④ 新たな標準治療を創るための研究新たな標準治療を創るための研究新たな標準治療を創るための研究新たな標準治療を創るための研究
⑤⑤⑤⑤ ライフステージやがんの特性に着目した重点研究領域ライフステージやがんの特性に着目した重点研究領域ライフステージやがんの特性に着目した重点研究領域ライフステージやがんの特性に着目した重点研究領域
⑥⑥⑥⑥ がんの予防法や早期発見手法に関する研究がんの予防法や早期発見手法に関する研究がんの予防法や早期発見手法に関する研究がんの予防法や早期発見手法に関する研究
⑦⑦⑦⑦ 充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究充実したサバイバーシップを実現する社会の構築をめざした研究
⑧⑧⑧⑧ がん対策の効果的な推進と評価に関する研究がん対策の効果的な推進と評価に関する研究がん対策の効果的な推進と評価に関する研究がん対策の効果的な推進と評価に関する研究

○○○○ がん対策基本法施行（Ｈ１９年４月がん対策基本法施行（Ｈ１９年４月がん対策基本法施行（Ｈ１９年４月がん対策基本法施行（Ｈ１９年４月 HHHH２８年１２月改正）２８年１２月改正）２８年１２月改正）２８年１２月改正）
がん対策の一層の充実を図るため、がん対策に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体、医療保険者、国民、

医師等及び事業主の責務を明らかにし、並びにがん対策の推進に関する計画の策定について定めるとともに、
がん対策の基本となる事項について定めたもの。
○○○○ がん対策推進基本計画（Ｈ１９年６月）がん対策推進基本計画（Ｈ１９年６月）がん対策推進基本計画（Ｈ１９年６月）がん対策推進基本計画（Ｈ１９年６月）

政府は、がん対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、がん対策の推進に関する基本的な計画を策定しな
ければならない。
○○○○ がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２４年６月）がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２４年６月）がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２４年６月）がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２４年６月）

政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案し、及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも五年
ごとに、がん対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならない。

○○○○ がん対策がん対策がん対策がん対策加速化プラン策定加速化プラン策定加速化プラン策定加速化プラン策定（Ｈ２４年６月）（Ｈ２４年６月）（Ｈ２４年６月）（Ｈ２４年６月）

基本計画に示されている分野のうち、①遅れているため「加速する」ことが必要な分野、②当該分野を「加速する」

ことにより死亡率減少につながる分野に絞り、短期集中的に実行すべき具体策を明示したもの。

○○○○ がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２がん対策推進基本計画の見直し（Ｈ２９９９９年年年年１０１０１０１０月）月）月）月）

政府は、がん医療に関する状況の変化を勘案し、及びがん対策の効果に関する評価を踏まえ、少なくとも六年

ごとに、がん対策推進基本計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなければならない。

○○○○ 第３次対がん１第３次対がん１第３次対がん１第３次対がん１OOOOか年総合戦略か年総合戦略か年総合戦略か年総合戦略((((Ｈ１６～Ｈ２５Ｈ１６～Ｈ２５Ｈ１６～Ｈ２５Ｈ１６～Ｈ２５))))
がん研究の推進
がん予防の推進
がん医療の向上とそれを支える社会環境の整備

患者・社会と協働した研究を総合的かつ計画的に推進患者・社会と協働した研究を総合的かつ計画的に推進患者・社会と協働した研究を総合的かつ計画的に推進患者・社会と協働した研究を総合的かつ計画的に推進

根 治 予 防 共 生
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福岡県集団検診協議会（福岡県医師会内に設置） 

＜主な事業＞ 

○ 集団検診に関する研究指導 

○ 集団検診従事者の教育指導 

○ 読影基準の統一及び読影能力の向上 

○ 集団検診思想の普及啓発 等 

 

 がん検診の精度管理の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種検診部会（９つの部会） 

①胃がん検診部会 

②肺がん検診部会 

③大腸がん検診部会 

④子宮がん検診部会 

⑤乳がん検診部会  ― 精度管理委員会 

⑥肝臓がん検診部会  

⑦前立腺がん検診部会 

⑧骨粗しょう症検診部会 
⑨生活習慣病健診部会 

県 

（事業とりまとめ） 

保健福祉 

環境事務所 
保健福祉事務所 

       政令市 

市町村   中核市 

      保健所設置市 

 

（基本健康診査 

・各種がん検診の実施） 

検診実施機関 

 

医療機関    検診機関 

 

実績報告 

精度管理 

助言、指導 

事業評価等 

結果報告 

助言・指導 

検診委託・事業評価 

事業費 

補助 

実績報告 

各種集団検診機関連絡協議会 

精密検査 

機関登録 

助言・指導 

実績報告 

実

績

報

告 
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緩 和 ケ ア に つ い て 

 

 

 

緩和ケアとは  

  

 ○ がん患者や家族がつらくないように、がんと付き合っていくための方法です。 

 ○ がんに伴う身体や心の問題を、単に病気に対する医療としてだけではなく、 

  社会生活なども含めて全体的に患者さんを支える医療のあり方です。 

 ○ 緩和ケアはがんと診断されたときから行われるものです。 

 ○ がん患者が在宅でも安心して医療が受けられるよう、かかりつけ医や訪問薬局等 

   による在宅緩和ケアの整備が求められています。 

 

 

 

緩和ケアの対象  

  

 ○ 体の不調  （抗がん剤の副作用で、食欲不振や吐き気があるなど） 

 ○ 心の問題  （がんと診断されて、ひどく落ち込む、眠れないなど） 

  ○ 社会的な問題（仕事や家族のことが心配であるなど） 

 

             ＜現状＞                               ＜今後＞ 

 

 

 

 

 

   がん治療 

 

 

緩和ケア 

 

 

 

 

 

 

がん治療                    

          緩和ケア 

 

 

 

    

      診断                   死亡         診断                      死亡 

 

 

 

緩和ケアチームとは  

  

 ○ 入院療養中や退院後居宅において生じる様々な緩和ケアに関する問題をサポートするた

めのチームです。 

 ○ 緩和ケアチームは、拠点病院の指定要件となっており各拠点病院に整備されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

       緩和ケアチーム  

 

 

 

 

 

 医師（身体症状担当） 

 医師（精神症状担当） 

 看護師 

 その他（薬剤師、医療心理に携わる者、ｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ等） 

等で構成 

 

         緩和ケア診療の依頼                          緩和ケア診療の実施 

                                                      (身体症状・精神症状等の緩和) 

 

           主治医                                     患 者 

                                がんの治療 
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（人口動態調査より） 

 

 

 

 

 

 

（人口１０万人対）                              （図９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態調査より） 
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気管、気管支、肺, 

2,065 , 23%

胃, 1,125 , 13%

肝、肝内胆管, 

1,018 , 11%

結腸, 676 , 8%
膵, 610 , 7%

前立腺, 446 , 5%

直腸・S状結腸, 

391 , 4%

胆のう、胆道,

347 , 4%

白血病, 231 , 3%

その他, 1,925, 

22%

がんの部位別死亡数・構成割合（平成がんの部位別死亡数・構成割合（平成がんの部位別死亡数・構成割合（平成がんの部位別死亡数・構成割合（平成28年年年年 男性男性男性男性）

気管、気管支、肺, 

972 , 15%

結腸, 765 , 11%

胃, 661 , 10%

乳房, 614 , 9%

膵, 623 , 9%
肝、肝内胆管, 

554 , 8%

胆のう、胆道, 

393 , 6%

子宮, 310 , 5%

直腸・S状結腸, 

255 , 4%

悪性リンパ腫, 

245 , 4%

卵巣, 166 , 2%

白血病, 160 , 2%
その他, 979, 15%

がんの部位別死亡数・構成割合（平成がんの部位別死亡数・構成割合（平成がんの部位別死亡数・構成割合（平成がんの部位別死亡数・構成割合（平成28年年年年 女性）女性）女性）女性）

（図 10） 
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（人口動態調査より） 

 

 

 

（図 11） 

 

総数＝６，６９７人 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人口動態調査より） 
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全国

福岡県

（図 12） 
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（人口動態調査より） 

 

 

 

 

（図 13） 
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（人口動態調査より） 
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（図 14） 
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（人口動態調査より） 

 

 

 

 

（図 15） 
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（人口動態調査より） 
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（人口１０万人対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態調査より） 

 

 

 

 

（図 17） 

   

（人口１０万人対） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態調査より） 

 

 



 

- 61 - 

 

（表 10） 

悪性新生物悪性新生物悪性新生物悪性新生物    性別・都道府県別年齢調整死亡率（平成２７年）性別・都道府県別年齢調整死亡率（平成２７年）性別・都道府県別年齢調整死亡率（平成２７年）性別・都道府県別年齢調整死亡率（平成２７年）    

    

 （人口動態調査より） 

順位 順位

1 青　森 201.6 1 青　森 103.0

2 秋　田 185.8 2 北海道 99.5

3 鳥　取 185.8 3 秋　田 97.7

4 北海道 184.6 4 福　岡 93.7

5 大　阪 181.3 5 大　阪 93.0

6 和歌山 176.2 6 山　口 91.7

7 福　岡 175.0 7 長　崎 91.0

8 佐　賀 172.9 8 茨城 90.6

9 茨城 172.9 9 岩　手 90.3

10 長　崎 172.8 10 福　島 89.9

11 高　知 172.7 11 神奈川 89.6

12 島　根 172.6 12 愛　知 89.4

13 富　山 170.2 13 東　京 88.9

14 愛　媛 169.0 14 兵　庫 88.7

15 新　潟 168.5 全国 87.7

16 岩　手 167.3 15 石　川 87.6

17 兵　庫 167.3 16 佐　賀 87.5

18 山　口 167.0 17 埼　玉 87.4

19 福　島 165.5 18 鳥　取 87.1

全国 165.3 19 岐　阜 86.7

20 宮　崎 165.1 20 和歌山 86.7

21 埼　玉 164.6 21 福　井 86.6

22 栃　木 163.5 22 沖　縄 86.2

23 石　川 163.0 23 山　梨 86.1

24 東　京 163.0 24 宮　崎 86.1

25 山　形 162.5 25 鹿児島 85.6

26 群　馬 161.9 26 栃　木 85.1

27 鹿児島 161.4 27 京　都 85.1

28 岐　阜 160.8 28 千　葉 85.1

29 三　重 160.7 29 宮　城 84.5

30 宮　城 160.5 30 群　馬 84.4

31 徳　島 160.1 31 富　山 84.4

32 奈　良 160.0 32 高　知 83.8

33 香　川 159.6 33 新　潟 83.0

34 京　都 159.5 34 滋　賀 82.9

35 神奈川 159.4 35 奈　良 82.3

36 愛　知 159.4 36 広　島 82.1

37 千　葉 159.3 37 山　形 81.8

38 広　島 158.0 38 静　岡 81.3

39 静　岡 158.0 39 三　重 81.1

40 岡　山 156.7 40 熊　本 81.0

41 熊　本 154.5 41 愛　媛 80.8

42 沖　縄 153.0 42 大　分 80.3

43 山　梨 152.9 43 島　根 79.7

44 大　分 151.0 44 香　川 79.1

45 福　井 150.5 45 徳　島 78.1

46 滋　賀 149.1 46 長　野 76.6

47 長　野 132.4 47 岡　山 75.2

男性 女性
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うち うち うち うち うち うち うち

昭和50年 27,576 5,817 3,904 6,316 1,372 1,322 753 -
昭和51年 28,123 5,973 4,182 6,241 1,399 1,227 771 -
昭和52年 27,396 6,237 4,070 6,063 1,192 1,161 805 -
昭和53年 27,515 6,563 4,252 5,752 1,300 1,175 766 924
昭和54年 27,874 6,845 4,515 5,719 1,302 1,147 806 987
昭和55年 29,517 7,287 5,067 5,712 1,540 1,196 816 949
昭和56年 28,660 7,331 4,913 5,486 1,533 1,190 745 949
昭和57年 28,538 7,447 5,048 5,334 1,620 1,102 745 960
昭和58年 29,777 7,733 5,228 5,108 1,914 1,182 884 901
昭和59年 30,215 8,069 5,450 5,071 2,109 1,214 939 933
昭和60年 30,886 8,348 5,711 4,894 2,121 1,137 968 980
昭和61年 30,552 8,518 5,588 4,612 2,236 1,125 1,026 923
昭和62年 30,786 8,949 5,754 4,499 2,207 1,089 972 904
昭和63年 32,329 8,971 6,272 4,796 2,646 1,106 863 874
平成元年 32,247 9,283 6,147 4,548 2,723 1,124 819 815
平成2年 33,595 9,474 6,631 4,567 3,057 1,239 853 816
平成3年 33,973 9,683 6,613 4,414 3,320 1,288 815 796
平成4年 34,639 10,051 6,593 4,214 3,544 1,404 829 799
平成5年 35,875 10,288 6,770 4,306 4,113 1,364 861 767
平成6年 34,902 10,399 5,732 4,092 3,876 1,520 868 798
平成7年 37,158 11,414 4,954 5,270 3,725 1,630 814 772
平成8年 35,798 11,615 4,850 5,009 3,049 1,596 940 757
平成9年 36,884 11,927 4,730 5,153 3,445 1,652 984 823
平成10年 38,018 12,386 4,936 5,047 3,408 1,670 1,369 692
平成11年 39,905 12,471 5,254 4,916 4,286 1,702 1,265 738
平成12年 38,505 12,503 4,941 4,863 3,666 1,687 1,213 688
平成13年 38,640 12,531 4,917 4,738 3,635 1,656 1,230 662
平成14年 39,414 12,952 5,093 4,665 3,689 1,649 1,280 632
平成15年 40,770 13,343 5,274 4,493 4,073 1,774 1,352 650
平成16年 41,144 13,415 5,285 4,607 3,926 1,768 1,326 634
平成17年 42,675 13,700 5,545 4,544 4,408 1,784 1,235 650
平成18年 43,270 13,903 5,486 4,503 4,557 1,699 1,291 621
平成19年 43,919 14,130 5,524 4,551 4,799 1,644 1,241 571
平成20年 45,134 14,328 5,610 4,527 4,826 1,701 1,227 649
平成21年 44,879 14,312 5,584 4,404 4,656 1,636 1,185 618
平成22年 46,996 14,769 5,791 4,316 5,076 1,724 1,173 627
平成23年 48,112 14,754 5,660 4,366 5,226 1,738 1,224 668
平成24年 48,957 15,153 5,773 4,180 5,120 1,805 1,119 579
平成25年 49,456 15,187 5,726 4,068 5,208 1,679 1,067 609
平成26年 49,317 15,087 5,666 3,975 5,044 1,751 993 593
平成27年 50,259 15,380 5,582 3,908 5,113 1,674 901 601
平成28年 51,006 15,531 5,788 3,830 5,133 1,701 825 619

注1)　平成7年1月に死因分類表及び死亡診断書が改正されたため、７年以降の数値は６年の
　　　数値とは連続しない。
　 2)　平成7年に分類名が変更され、「肺炎及び気管支炎」は「肺炎」に、「慢性肝疾患及び肝
　　　硬変」は「肝疾患」になった。
　 3)　この表は、住所地に組み替えた数値である。

不慮の
事故

自殺 肝疾患   2）
年　　次 総　数 悪　性

新生物
心疾患

脳 血 管
疾　　患

肺炎　2)

（表 11） 

福岡県における主要死因別死亡数福岡県における主要死因別死亡数福岡県における主要死因別死亡数福岡県における主要死因別死亡数    

（単位 人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人口動態統計（確定数）の概況） 
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（表 12） 

〇〇〇〇    受療率（人口１０万人に対する推計患者数）受療率（人口１０万人に対する推計患者数）受療率（人口１０万人に対する推計患者数）受療率（人口１０万人に対する推計患者数）    

    

 （患者調査より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜入院＞

計 男 女 計 男 女
総数 1,520 1,409 1,619 1,090 1,028 1,150
うち悪性新生物 130 157 117 125 144 106
総数 1,555 1,418 1,677 1,068 1,005 1,129
うち悪性新生物 126 149 106 107 129 87
総数 1,461 1,334 1,574 1,038 977 1,095
うち悪性新生物 128 151 107 102 122 83

＜外来＞

計 男 女 計 男 女
総数 6,199 5,291 7,011 5,376 4,688 6,031
うち悪性新生物 165 153 176 171 161 180
総数 6,456 5,451 7,365 5,784 5,014 6,514
うち悪性新生物 149 162 137 130 140 121
総数 5,895 5,130 6,579 5,696 5,066 6,292
うち悪性新生物 120 136 107 135 147 124

平成２３年

平成２６年

（人口１０万対）

（人口１０万対）

平成２６年

年 区分
福岡県 全国

平成２０年

年 区分
福岡県 全国

平成２０年

平成２３年
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施設数 病床数
（福岡県） 福岡県 全国 （福岡県） 福岡県 全国

平成２６年 460 9.0 6.7 86,071 1690.7 1234.0
平成２７年 462 9.1 6.7 85,979 1685.3 1232.1
平成２８年 461 9.0 6.7 85,886 1682.7 1229.8

施設数 病床数
（福岡県） 福岡県 全国 （福岡県） 福岡県 全国

平成２６年 4,587 90.1 79.1 8,415 165.3 88.4
平成２７年 4,608 90.3 79.5 8,044 157.7 84.7
平成２８年 4,654 91.2 80.0 7,853 153.9 81.5

人口１０万対 人口１０万対
一　般　病　院

年次

年次
一　般　診　療　所

人口１０万対 人口１０万対

社　会　資　源 施　設　数 備　　考
在宅療養支援診療所 ７８３　ヶ所 平成２９年４月１日現在
在宅療養支援病院 ７６　ヶ所 平成２９年４月１日現在
在宅療養後方支援病院 ２５　ヶ所 平成２９年４月１日現在

医師数 薬剤師数 看護師数

（福岡県） 福岡県 全国 （福岡県） 福岡県 全国 （福岡県） 福岡県 全国

平成２４年 15,469 297.9 237.8 11,068 214.0 219.6 50,711 997.3 796.6

平成２６年 16,043 307.6 244.9 11,373 219.9 226.7 54,653 1073.5 855.2

平成２８年 16,426 313.4 251.7 12,010 231.1 237.4 56,955 1115.9 905.5

年次 人口１０万対 人口１０万対 人口１０万対

医　師 薬剤師 看護師

（表 13） 

〇〇〇〇    医療施設の状況医療施設の状況医療施設の状況医療施設の状況    

    

    

    

    

    

    

（医療施設調査より） 

 

（表 14） 

〇〇〇〇    在宅医療の社会資源在宅医療の社会資源在宅医療の社会資源在宅医療の社会資源    

    

    

    

    

（在宅療養支援診療所・在宅療養支援病院・在宅療養後方支援病院届出施設数より） 

 

（表 15） 

〇〇〇〇    医療従事者の状況医療従事者の状況医療従事者の状況医療従事者の状況    

    

    

    

    

（医師・歯科医師・薬剤師調査及び衛生行政報告例より） 
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胃がん検診 肺がん検診 大腸がん検診 乳がん 子宮（頸部）がん
市町村 （受診率％） （受診率％） （受診率％） （受診率％） （受診率％）
 全　国 6.3 11.2 13.8 20.0 23.3
福岡県 6.2 8.5 11.9 25.6 27.7

北九州市 3.7 4.9 12.0 29.6 36.3
福岡市 4.7 5.5 13.2 31.4 44.9

大牟田市 1.8 1.9 5.3 13.4 13.3
久留米市 5.8 20.7 23.2 59.4 45.8
直方市 5.0 6.0 6.8 14.4 13.2
飯塚市 3.3 4.2 4.5 14.4 9.7
田川市 11.2 14.1 19.3 … …
柳川市 3.3 4.1 5.8 15.8 22.1
八女市 6.6 10.3 9.4 30.6 18.2
筑後市 4.7 6.1 10.3 … …
大川市 3.1 5.3 5.7 … …
行橋市 4.1 5.1 7.2 14.9 8.5
豊前市 12.2 17.8 23.0 43.8 33.8
中間市 11.2 15.4 17.5 32.1 27.4
小郡市 7.8 9.8 11.4 17.2 17.1

筑紫野市 6.5 7.7 11.0 20.9 15.5
春日市 4.2 6.2 8.3 16.9 13.4

大野城市 4.5 5.2 6.0 17.0 15.2
宗像市 20.3 24.7 28.1 36.6 30.7

太宰府市 12.3 14.4 9.0 29.0 14.7
古賀市 18.0 18.6 26.6 41.1 29.4
福津市 19.2 22.0 26.7 40.8 31.2
うきは市 11.1 18.4 11.8 1.0 29.7
宮若市 14.1 17.7 19.2 36.1 32.4
嘉麻市 5.8 10.2 11.2 33.2 17.8
朝倉市 8.4 4.4 11.2 19.2 20.5

みやま市 22.8 31.8 23.8 64.9 57.6
糸島市 5.6 7.7 9.2 14.3 12.6

那珂川町 17.6 21.7 32.7 39.2 28.6
宇美町 8.2 10.6 12.7 21.3 16.0
篠栗町 5.0 6.0 7.9 15.1 14.3
志免町 8.1 10.0 11.2 19.8 13.0
須恵町 7.7 7.6 10.0 18.2 13.5
新宮町 5.3 9.3 9.2 19.2 16.5
久山町 19.8 45.4 32.8 44.2 41.3
粕屋町 8.3 10.9 11.1 21.5 16.3
芦屋町 1.6 7.2 7.3 … …
水巻町 13.3 17.3 19.0 32.5 29.4
岡垣町 19.7 28.1 28.1 40.7 47.3
遠賀町 21.6 29.9 31.1 48.1 36.4
小竹町 16.2 20.5 22.4 39.5 28.6
鞍手町 7.1 9.5 10.9 18.8 16.0
桂川町 7.4 9.1 11.0 12.4 14.0
筑前町 8.7 10.6 11.4 1.2 21.5
東峰村 40.4 58.7 40.4 86.0 72.2

大刀洗町 11.6 15.8 15.1 22.9 17.9
大木町 4.0 9.0 7.7 20.9 16.9
広川町 18.3 25.6 28.1 56.1 38.3
香春町 7.6 7.7 10.5 0.7 10.8
添田町 11.7 14.1 15.8 26.4 17.5
糸田町 18.4 15.4 27.5 32.3 27.7
川崎町 8.0 10.9 11.1 17.7 13.8
大任町 6.6 9.7 12.9 10.1 12.6
赤村 13.1 17.1 20.6 29.5 22.8

福智町 6.2 7.8 8.9 16.6 11.1
苅田町 3.9 5.1 7.1 … 14.4

みやこ町 9.5 12.4 14.4 … …
吉富町 12.2 15.1 16.4 33.6 26.1
上毛町 12.0 14.2 15.4 31.3 22.9
築上町 5.6 7.6 9.5 21.3 14.3

（表 16） 

平成２７年度市町村別のがん検診受診率平成２７年度市町村別のがん検診受診率平成２７年度市町村別のがん検診受診率平成２７年度市町村別のがん検診受診率    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地域保健・健康増進事業報告（健康増進編より）） 



氏　　　名 所　　属　・　役　　職

入澤　由三子 福岡市保健福祉局健康医療部健康増進課　課長

大島　 　彰 独立行政法人国立病院機構九州がんセンター　サイコオンコロジー科医長

神村　英利 公益社団法人福岡県薬剤師会　副会長

熊澤　榮三 一般社団法人福岡県歯科医師会　会長　

古賀　佐代子 北九州市保健福祉局健康医療部健康推進課　課長

佐田　通夫 久留米大学先端癌治療研究センター　客員教授

高原　文子 公益社団法人福岡県看護協会　副会長　

田口　智章 九州大学大学院医学研究院　教授

竹之下　敏英 厚生労働省福岡労働局職業安定部職業対策課　課長

田村　和夫 福岡大学医学部　教授

塚田　順一 産業医科大学病院　血液内科診療教授

津田　泰夫 公益社団法人福岡県医師会　常任理事　

寺崎　雅巳 福岡県教育庁教育振興部体育スポーツ健康課　課長

藤　也寸志
独立行政法人国立病院機構九州がんセンター　院長
（がん診療連携協議会　代表）

西原 　親 福岡県市長会　みやま市長

平川　浩紹 公益財団法人がんの子どもを守る会九州北支部　副代表幹事

深野　百合子 Breast Cancer Network Japan  あけぼの会　副会長

本田 　浩 九州大学大学院医学研究院　臨床放射線科学分野教授

〇 前原　喜彦 九州大学大学院医学研究院　教授

◎ 松田　峻一良 公益社団法人福岡県医師会　会長　

松永　智幸 福岡県町村会　事務局長

宮﨑　 親
福岡県保健所長会　会長
（北筑後保健福祉環境事務所 所長）

※　◎は会長、〇は副会長 （５０音順　敬称略）
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